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平成２４年７月１３日 

自 動 車 局 
 

エンジンオイルの劣化による車両火災防止に向けた対策について 
～エンジンオイルは一定の期間又は一定の走行距離ごとに交換が必要です～ 
 

国土交通省では、社会的な影響や反響の大きい車両火災等の重大事故について、その発

生を防止するため、「使用過程車の保守管理に関する調査分析検討会」を開催し、ユーザ

ーへの効果的な情報提供等に向けて取り組んでいるところです。 

今般、車両火災事故の中では、エンジンから出火しているものが最も多いことから、こ

れに着目して分析したところ、エンジンオイルの劣化によって引き起こされることが確認

されたため（別紙参照）、夏の行楽シーズン前に、マイカー等の自動車ユーザーに対して、

改めて次の対策を講じるよう周知することとしました。 

 

＜注意すべき事例と必要な対策＞ 

●エンジンオイルの適切なメンテナンスを怠っていると、エンジンオイルの劣化により

潤滑不良に至ることでエンジンが破損し、最悪の場合、火災が発生することがありま

す。 

●エンジンオイルは、自動車を長期間使用する場合だけでなく、エンジンが十分温まら

ない短時間の使用においても劣化が進行するため、トラックやマイカー等自動車のタ

イプや使用状況に関わらず、量と汚れについて、日常点検(http://www.tenken-

seibi.com/tenken/pdf/sassi1.pdf)を実施しましょう。 

●また、エンジンオイルは、一定の期間又は一定の走行距離ごとに交換が必要となりま

すので、メーカーが車両毎に推奨する交換時期や走行距離を参考に、整備工場等で交

換を実施しましょう。 

 

 
 
 
 国土交通省は、上記の対策を含め、日本自動車整備振興会連合会や日本自動車連盟等の

関係団体に対して、ユーザーに適切かつ確実な点検整備の実施を周知するよう依頼すると

ともに、今後も自動車点検整備推進運動等のあらゆる機会を捉えて、適切かつ確実な点検

整備の励行等の取組みを行って参ります。 

 

＜エンジンの破損状況＞ ＜発火の状況＞ 

※エンジンオイルの劣化から潤滑不良に至
り、コンロッドが折れてシリンダブロッ
クを貫通してできた穴の様子 

※シリンダブロックの穴から飛散
したオイルが排気管にかかるな
どにより発火に至るものと推定 
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エンジンオイルの劣化による車両火災について 
 

 自動車メーカーから報告のあった自動車の事故・火災情報を統計的にとりま

とめた「事故・火災情報の統計結果について（平成 22 年）」によると、装置

別の火災情報件数が最も多いのは、原動機の 163 件。 

 原動機から発生する車両火災は、一般的には点検整備の未実施によるエンジ

ンオイルの劣化が多いと考えられる。 

 このため、「使用過程車の保守管理に関する調査分析検討会」（別添１）では、

再現実験により車両火災に至ることを確認するとともに、その結果を踏まえ、

ユーザーへの注意喚起に係るポイントをとりまとめた。 

 

オイル劣化について 

 最近の自動車を取り巻く状況としては、全ての車種で長期使用化が進んでい

ることから（別添２）、トラックやマイカー等の様々なタイプの自動車におい

て、エンジンオイルの劣化について注意が必要になっている。 

 また、一般的にエンジンを短時間使用するだけでは、エンジンオイルは劣化

しないとは考えられがちであるが、自動車を長期間使用する場合だけでなく、

エンジンが十分温まらない短時間の使用においてもエンジンオイルの劣

化は進行する。 

 最近では、エンジンとモーターを状況等により交互に使用するハイブリッド

自動車や、信号待ち等でエンジンを停止させるアイドリングストップ機能を

備えた自動車も市場に出てきており、そのようなエンジンの使用においても、

エンジンオイルの劣化について注意が必要である。 

 こうした背景を踏まえれば、エンジンオイルの劣化による車両火災は、トラ

ックやマイカー等の様々なタイプの自動車や使用状況において発生する可能

性があることをユーザーが認識し、点検整備を適切に行うことが重要である。 

 

オイル劣化による車両火災の再現実験 

 再現実験により、車両火災に至ることを確認した（別添３） 

 

ユーザーへの注意喚起に係るポイント 

 上記を踏まえ、以下のとおりユーザーへの注意喚起に係るポイントをまとめ

た。 

① エンジンオイルの劣化は、自動車を長期間使用する場合だけでなく、エン

ジンが十分温まらない短時間の使用においても進行するため、トラッ

クやマイカー等の様々なタイプの自動車について、その使用状況に関わら

ず、エンジンオイルの量と汚れを日常点検によりチェックすることが必要

であること。 

別 紙 
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② エンジンオイルが劣化している状態でエンジンを使い続けていると、最悪

の場合、エンジンが焼き付き、火災が発生するおそれがあることから、エ

ンジンオイルは、一定の期間又は一定の走行距離ごとに交換が必要になる

こと。 

 

 

（参考）エンジンオイルの日常点検方法 
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使用過程車の保守管理に関する調査分析検討会委員名簿 

 

 

岡野 道治  日本大学理工学部教授 

 

安藤 憲一  独立行政法人 交通安全環境研究所 自動車安全研究領域長 

 

岩越 和紀  株式会社 JAFメイト社 代表取締役社長  

 

江坂 行弘  自動車検査独立行政法人 企画部長 

 

大森 隆弘  軽自動車検査協会 業務部長 

 

柴田 年輝  一般社団法人 日本自動車連盟 交通環境部 事業推進課長   

 

増井  潤   社団法人 日本自動車整備振興会連合会 常務理事 

 

水野 幸治  名古屋大学工学研究科機械理工学専攻教授 

 

山口 晋二  一般社団法人 日本自動車工業会サービス部会 部会長 

 

別添１
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自動車の長期使用化 

 

 

 

 

 

 

別添２ 
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エンジンオイルの劣化による車両火災の再現実験 

 

【実験準備】 

エンジンオイルが劣化すると、エンジンオイルに不溶な劣化物質が発生し、これがエ

ンジン内部に堆積することにより、オイルストレーナ等を目詰まりさせて、オイルの循

環が悪化すると考えられる。 

 

 

 

図１ 使用過程車のエンジン内部の比較 

 

１/１６開口の模擬閉塞オイルストレーナ（図２）により、劣化物質による閉塞状態

を再現した。 

   

 

 

 

耐久走行実験は、最初はアイドルで暖機し、２０km/h で低速運転を各部の温度が安

定するまで、又は、何らかの異常が発生するまで実施した。（実験中は、図３のエンジ

ン各部の温度について測定。） 

 

別添３ 

定期的にオイル交換を行っていた車両 

（車齢１５年、走行距離１１万km） 
オイル交換を怠っていた車両 

（車齢９年、走行距離１１万km） 

図２ 模擬閉塞オイルストレーナ

(１/１６開口) 
図３ 熱電対取り付け状況 
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【実験結果】 

アイドルで暖機後、２０km/h で低速運転をしている途中で、エンジンが破損してエ

ンジン上部から発煙・発火し、自然消火した。 

 

図４ 測定結果 

 

破損したエンジンを分解して調査したところ、コンロッドベアリングが焼き付き、破

損したコンロッドがシリンダブロックを貫通（参考参照）。そこからエンジンオイルが

飛散し、排気管にかかるなどにより発煙・発火したものとみられる。 
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発火
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（参考） 

   

 

 

自動車のエンジンは、燃料ガスの爆発によってシリンダ内のピストンを往復運動させ、コ

ンロッドとクランクシャフトを介して回転運動に変えることにより、自動車を走行させるエ

ネルギーを取り出している。 

 

 「シリンダブロック」とは 

シリンダを形成するエンジンの本体となる部分。ピストンやコンロッド、クランクシャフ

トなどさまざまな部品が装着される。 

 

 「コンロッド」とは 

ピストンとクランクシャフトを繋ぎ、ピストンの往復運動をクランクシャフトの回転運動

へと変換させるための部品。 

 

 「コンロッドベアリング」とは 

摩擦抵抗を小さくするため、コンロッドとクランクシャフトの結合部に組み込む軸受。 

 

図 エンジン本体 図 コンロッド及び 

コンロッドベアリング 
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 「汎用スキャンツール普及検討会」のとりまとめについて 

 

 

 

 

平成２３年４月１５日 

自 動 車 交 通 局 

「汎用スキャンツール普及検討会」のとりまとめについて 

近年、自動車の安全・環境性能の向上に伴い、電子制御による新技術の利用が広まっ

ています。この優れた性能を維持するためには、適切な点検整備を行うことが重要であ

り、故障を診断し必要な整備が効果的に行える汎用型のスキャンツール（外部故障診断

装置）の普及が求められています。 

このため、国土交通省では、昨年 7月より、「汎用スキャンツール普及検討会（座長：

須田義大 東京大学 先進モビリティ研究センター長）」を開催し、その普及方策につい

て検討を進めてきました。 

今般、検討の結果、汎用スキャンツールの標準仕様、普及促進策等を報告書としてと

りまとめましたのでお知らせします。今後は、その普及に向け、スキャンツール試作機

の製作等を進めていく予定です。 

なお、報告書については、国土交通省ホームページに公表しています。 

（http://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_fr9_000005.html） 
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※１：パワートレインとは、一般的には動力および動力伝達駆動系の装置の総称。本報告書では、トランスミッションと区別するため、動力（エンジン・電動機）を示す。 

※２：ＡＴ/ＣＶＴとは、変速機（トランスミッション）を指す。AT はオートマチックトランスミッション、CVT は無断変速機（Continuously Variable Transmission）のこと。 

※３：ＡＢＳ/ＥＳＣとは、ブレーキ制御や横滑り防止機能を示す。ABS はアンチロックブレーキシステム（Antilock Brake System)、ESC はエレクトロニックスタビリティコントロール

（Electronic Stability Control)のこと 

※４：ＳＲＳエアバックとは、補助拘束用エアバックのこと。  
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汎用スキャンツールの標準仕様

ﾀﾞｲｱｸﾞｺｰﾄﾞ読取・消去 
作業サポート

● ●

―

汎用スキャンツール普及検討会報告書（概要） 

１． 目的 
本検討会は、自動車の新技術の利用の拡大に伴い、故障を診断し必要な整備を効率的に行える汎用型のス

キャンツール普及に向けた標準仕様の策定や普及促進策等の検討を目的とする。 

２．検討結果 
○ 標準仕様 
比較的簡易な故障診断を幅広く行える基本機能をベースとし、対象システムの追加やより高度な故

障診断が行えるよう、整備事業場の作業内容に合わせた拡張機能の追加ができる拡張性のある機能と

する。また、パソコン等外部情報端末への接続や、１２/２４Ｖ電源両方に対応できるものが望まれる。 

（１）基本機能 
・全システムの故障状態を識別するダイアグコードの読取・消去機能を有すること。 
・主要システム（パワートレイン※１、ＡＴ/ＣＶＴ※２、ＡＢＳ/ＥＳＣ※３、ＳＲＳエアバック※４）

に対応した整備作業を効率的に行える補助機能を有すること。 

・Ｊ－ＯＢＤⅡ（排気ガスの故障診断装置）モニタ項目の読取機能を有すること。 

（２）拡張機能 
・主要システムの作動状況をリアルタイムでモニタする機能を有すること。 
・故障発生時に主要システムの作動状況を読み取る機能を有すること。 
・主要システムを強制的に作動させ、故障発生箇所を特定するための機能を有すること。 

 

基本機能 

基本機能 
＋ 

拡張機能 

ディーラ 
高度な故障診断を手掛ける整備事業場 

（大中規模店） 
簡易な故障診断が中心の整備事業場 
（小中規模・ガソリンスタンド・板金業） 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

基
本
機
能 J-OBDⅡ 
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○ 普及促進策 
 汎用スキャンツールの普及に当たっては、その標準化のみならず、これを活用できる人材の育成や扱う整備事

業場がユーザーに容易に分かる仕組み等が必要である。 

（１）人材育成のための研修の拡充・創設 
・国が行っている整備主任者研修において、汎用スキャンツールの初歩的知識を習得できるようにする。 
・業界による任意の研修を創設し、汎用スキャンツールを用いた診断・整備技術を習得できるようにする。 

（２）業界による整備事業場への技術認定制度の創設 

・新技術に対応できる高い技術力や設備を有す整備事業場を認定し、ユーザーの識別・選択を容易にする

仕組みを創設する。 

３．今後の課題 
本検討会では、汎用型のスキャンツール普及に焦点を当てて検討を行ったが、自動車の新技術の普及に対

応した整備事業の基盤強化を図るためには、スキャンツールのみならず、電子装置等の点検整備に必要な情

報の提供、新技術に対応した資格制度の活用による人材育成等総合的に対策を進めていくことが重要である。 

○ 環境整備 
（１）自動車メーカーからの整備情報の提供 

当面、「J-OBDⅡを活用した点検整備に係る情報の取扱指針」（平成 23 年国土交通省告示第 196 号）に

基づき、点検整備情報等の提供が円滑に行われるよう指針を適切に運用することが重要である。 

（２）汎用スキャンツールの普及 

①試作機による試行の実施 
本検討会で策定した標準仕様による試作機を製作し、市場で使用することにより、品質面の向上等、標準

仕様の改善点等を把握し、その普及を進める。また、その際には諸外国の動向も考慮し検討する必要があ

る。 

②スキャンツールに係る法制度化 
今後、自動車の安全・環境性能の実態や汎用スキャンツールの普及状況を踏まえつつ、スキャンツールに

係る基準、検査等の法制度化について検討する必要がある。 

（３）大型車(ディーゼル商用車)のスキャンツール活用に向けた課題 

現在、乗用車に比べて機能が限定的な大型車のスキャンツールについても、その普及を検討していく必要

がある。 

・技術講習の実施等、技術を習得できる環境整備を整えることが必要である。 

・スキャンツールに係る情報提供のあり方等や汎用スキャンツールの標準仕様と普及に向けた検討を進める

ことが必要である。 

○人材育成 
 本検討会でまとめられた研修を速やかに実施し人材育成を図ることが必要である。また、今後、新技術に対

応した資格制度の活用方策についても早急に検討していく必要がある。 
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平成 2４年７月３日 

自 動 車 局 整 備 課 

「自動車整備技術の高度化検討会」のとりまとめについて 

～汎用型スキャンツールの標準仕様等がまとまり、新技術に対応した整備環境が整います～ 

      

近年、自動車の安全・環境性能の向上に伴い、電子制御による新技術の利用が広まっておりま

す。この優れた性能を維持するためには、適切な点検整備を行うことが重要であり、故障を診断

し必要な整備が効果的に行える汎用型のスキャンツール（※）の普及や整備要員の技能向上等の

人材育成が求められています。          
※スキャンツールとは、自動車の装置の作動状態を外部接続して診断する「外部故障診断装置」をいいます。 

 

このため、国土交通省では、昨年８月より、「自動車整備技術の高度化検討会（座長：須田義大 

東京大学生産技術研究所先進モビリティー研究センター長）」を開催し、新技術に対応したスキャ

ンツールの仕様や点検整備情報、整備要員の研修カリキュラム等について検討を進めてきました。 

 

今般、検討の結果、汎用スキャンツールの標準仕様、活用促進策等を報告書として取りまとめ

ましたのでお知らせします。 

 

〈報告書のポイント〉 

① 乗用車用の汎用スキャンツールの標準仕様がまとまり、今後、この仕様に沿った製品が製作

され活用されるようになります。これにより、メーカー毎に複数保有する必要のない整備環境

が整います。 

② 大型車（ディーゼル商用車）についても、自動車メーカーからスキャンツール開発に必要な

情報を提供するためのガイドラインを策定し、大型車用の汎用スキャンツールの普及に向けた

環境を整えます。 

③ 本年度から、整備業界団体において、自動車整備士向けの汎用スキャンツール基礎研修を実

施し、新技術に対応した人材育成の充実を図ります。 

④ 整備技術の高度化に向け、今後解決すべきスキャンツールの普及方策、整備事業の IT 化、整

備士制度の活用等を取りまとめました。 

 

なお、報告書については、国土交通省ホームページに公表しています。 

（http://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_fr9_000009.html） 
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○自動車の「スキャンツール」とは 

・スキャンツールとは、自動車の装置が正常に作動しているかどうかを自動車に接
続して診断する「外部故障診断装置」のこと。  

 この装置を用いて故障を発見し、必要な整備を行うことができる。  

自動車にスキャンツールをつなぐと、 

様々な情報が「見える」ようになる。 

ダイアグコード（故障コード） 
センサの断線など、故障箇所や状態を表
示するコード 

 

接続場所の例 

データモニタ 
エンジン回転数など、各種装置の作動状
況を読み取る機能 

 

J-OBDⅡ（レディネスコード） 
排気ガス発散防止装置等の作動状態の
診断結果を表示する機能 

 

アクティブテスト 
スキャンツールから車両のコンピュータに
命令を与え、各種装置を強制的に作動さ
せる機能  

 

作業サポート 
点検整備や部品交換の際に整備作業を
効率的に行うための機能 

 
 

フリーズフレームデータ 
異常が発生して故障コードが記録された
時点の各種装置の作動状況を表示する機
能 

スキャンツール 

      ↓ 

スキャンツールとその診断作業風景 

自動車側 

   ↓ 

   ↑ 

スキャンツール側      
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自動車整備技術の高度化検討会(報告書概要) 
  

1. 背景  
近年、自動車の安全・環境性能の向上に伴い、電子制御による新技術の利用が広

まっている。この優れた性能を維持するためには、適切な点検整備を行うことが重要で

あり、故障を診断し必要な整備が効果的に行える汎用型のスキャンツールの活用促進

や整備要員の技能向上等の人材育成が求められている。 
このため、整備技術の高度化のあり方や具体的な方策について検討する「自動車整

備技術の高度化検討会」(別紙)を平成 23 年 8 月に開催し、これまで 4 回開催してきた

ところ。 
※ スキャンツールとは、自動車の装置の作動状態を外部接続して診断する「外部故障診断装置」

をいう。 
 
2. 検討会でまとめられた成果と今後の課題 
(１) 成果 
① 汎用スキャンツールの標準仕様について 

「汎用スキャンツール普及検討会」でとりまとめた標準仕様について、試作機を使用し

た検証を実施した結果、基本機能及び拡張機能の方向性は、活用実態に沿った内

容であることが確認されたことから、標準仕様の機能は、それぞれのシステムに対し

次のとおりとなった。 

 
 
②大型車(ディーゼル商用車)のスキャンツールについて 
 大型車（ディーゼル商用車）についても、自動車製作者がスキャンツール開発に必要

な情報を提供する環境を整備するため、乗用車の例を参考に、情報提供方法等につい

て定めたガイドラインを策定することとされた。これを受け、国土交通省において、平成

24 年度中にパブリックコメントを行い、ガイドラインを制定する予定。 
 

◎ 第一段階の標準仕様           

○ 第二段階の標準仕様に新たに追加される機能 

（2013 年度後半以降～）  

△ 第三段階の標準仕様に新たに追加される機能  

   （装着率等を考慮して、第二段階の標準仕様を順次拡充）  

－ 車両側対応なし  
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③ 研修制度について 
 汎用スキャンツールを用いた整備要員の技能向上を図るため、平成 24 年度から、業

界団体において、自動車整備士を対象とした基礎研修が開始されることとなった。 
 
（２）今後の課題 
① 汎用スキャンツールの普及について 

今後は、標準仕様に基づく汎用スキャンツールの市場投入に伴い、その普及を図る

ため、業界による共同購入により価格を低廉化する等、具体的方策について検討し、早

期に実施していく必要がある。 
② 整備事業の IT 化、ネットワーク化の推進について 

自動車の新技術の普及に伴い、整備事業者が的確に対応していくため、日整連が運

営するインターネットを活用した整備情報提供システム（FAINES）を活用して、自動車

メーカーから提供される点検整備情報のネットワーク化を推進し、スキャンツールによる

情報を整備事業者が幅広く共有していく必要がある。また、検査の高度化等を踏まえ、

整備現場が対応できる IT 環境を整備していく必要がある。 
③ 研修制度について 

業界団体が平成 25 年度から開始することとしている、汎用スキャンツール応用研修

についてカリキュラム等を検討する必要がある。さらに、大型車（ディーゼル商用車）の

技術講習等について、大型車の整備主任者技術研修の実施率が低い状況であること

から、研修実施場所の確保や現行の汎用スキャンツールを使用した研修内容を検討し

ていく必要がある。 
④ 資格制度の活用方策について 

新技術に対応できる整備士を養成するため、整備士各級の教育内容やカリキュラム

等を見直す必要がある。また、新技術に対応した人材育成の観点から、一級整備士の

役割等について検討する必要がある。 
⑤ 国際化への対応について 

自動車及び点検整備機器の輸出入等の状況を踏まえ、諸外国における点検整備情

報の提供方法等、今後、国際的な視点で普及に向けた対応を進めることが必要であ

る。  
⑥ その他 

標準仕様の検証において、スキャンツールに故障コードが検出されているにもかかわ

らず、警告灯が点灯していない車両がみられたが、その大多数は、過去の故障時に記

録された故障コードの消去未実施や警告灯の設定のない故障コードの検出であり、警告

灯が点灯していなくても支障はないものである。しかしながら、一部の車両については、

警告灯が点灯していない理由の精査が必要であり、調査票の精査も含め、引き続きそ

の原因の分析を行い、再調査の実施も検討する必要がある。 
 
（３）整備技術の高度化への対応事項 
 今般の報告書においてまとめられた整備技術の高度化への対応事項は別紙のとおり。

また、明確化された課題については、その解決に向け検討を行っていく必要がある。 
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自動車整備技術の高度化検討会委員名簿 

 

○座長 

 須田 義大  東京大学 生産技術研究所 先進モビリティ研究センター長 

 

○委員 

 古川 修   芝浦工業大学 システム理工学部 機械制御システム学科 教授 

 廣中 利彦  一般社団法人日本自動車工業会 流通委員会・サービス部会 委員 

 小松 仁司  一般社団法人日本自動車工業会 流通委員会・サービス部会 委員 

 根來 裕二  日本自動車輸入組合  アフターセールス委員会 委員 

 帯刀 幸一  日本自動車輸入組合  アフターセールス委員会 委員 

 渡辺 伸三  社団法人日本自動車整備振興会連合会 教育・技術部 部長 

 中嶋 宏明  一般社団法人日本自動車機械器具工業会 故障診断分科会 分科会長 

 高橋 正彦  社団法人日本自動車機械工具協会 営業部会委員 

 廣川 萬里  全国自動車大学校・整備専門学校協会 理事 

 （齋木 寛治 全国自動車大学校・整備専門学校協会 副会長） 

 江坂 行弘  自動車検査独立行政法人 企画部長 

 今田 滋彦  軽自動車検査協会 業務部長 

 島  雅之  国土交通省 自動車局 整備課 課長 

 

（順不同、敬称略） 

                        平成 24 年 5 月 9 日時点 

                     括弧内は前任者 
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平成24年度「自動車点検整備推進運動」実施要領 

 

平 成 24 年 8 月 

国 土 交 通 省 自 動 車 局 

 

第1  目      的 

自動車は、国民の生活や経済の発展に必要不可欠なものであり、十分に定着した移

動手段となっている。一方、我が国の交通事故の発生件数は、依然として厳しい状況

にあり、大型車の車輪脱落事故や車両火災事故の防止を含む自動車の不具合による事

故を減らすことが求められているとともに、環境面においても、排出ガスによる大気

汚染や地球温暖化問題への対応が重要となっている。 

本来、自動車ユーザーには、自動車の不具合による事故の防止や環境保全を図るこ

とを目的として、自動車の点検・整備（日常点検、定期点検及びその結果必要となる

整備をいう。以下同じ。）の実施が義務付けられているが、そのことが自動車ユーザ

ーに十分理解されておらず、その実施状況は十分ではない。 

また、大型車については、使用状況の過酷さ及び事故時の影響の大きさ等に鑑みれ

ば、車輪脱落事故や車両火災事故を防止するための重点的な点検の実施等の取り組み

も必要である。 

以上のことから、「不正改造車を排除する運動」や「ディーゼルクリーン・キャン

ペーン」と連携を図りつつ、自動車関係団体等の協力を得て、「自動車点検整備推進

運動」を全国的に展開することにより、自動車ユーザーに適切な点検・整備の実施の

必要性を理解してもらうとともに、大型車のユーザーにあっては、ホイールの取付状

態や燃料装置等について、より確実な点検整備の実施を求めることとする。 

 

第2  実 施 機 関        

国土交通省、自動車関係29団体（別紙1）で構成する「自動車点検整備推進協議会」

（以下「協議会」という。）及び自動車関係14団体（別紙２）で構成する「大型車の

車輪脱落事故防止対策に係る啓発活動連絡会」（以下「連絡会」という。）が中心と

なって、内閣府、警察庁及び環境省の後援並びに自動車検査独立行政法人、軽自動車

検査協会及び独立行政法人自動車事故対策機構の協力のもとに本運動を実施する。 

 

第3  実 施 期 間        

本運動は、１年を通して実施するものとするが、平成24年９月１日（土）から10月3

1日（水）までの２ヶ月間を「自動車点検整備推進運動強化月間」とし、特に重点を置

いて実施することとする。 

 

第4 重点実施事項 

本運動は、「不正改造車を排除する運動」及び「ディーゼルクリーン・キャンペー

ン」との連携を図りつつ、広報用ポスター、チラシ等を用いたPR等を行うこととし、

特に「自動車点検整備推進運動強化月間」には、下記1.の重点事項を目的とした2.の

事項を実施する。 

 

別添 
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1．重点項目 

(1) 点検・整備の必要性の啓発（女性、家族、長期使用車両のユーザーに重点を

置く。） 

(2) 大型自動車に関する適切な点検・整備の実施方法についての啓発 

(3) エコ整備（点検・整備によるCO2削減効果をいう。以下同じ。）の積極的な啓

発 

 

2．実施事項 

(1) 自動車の点検・整備を推進するためのイベント等の実施【主な目的：1.(1)(3)】 

① ｢自動車点検整備推進運動強化月間｣の開始を告知するためのイベントを皮切

りに、全国各地において｢自動車点検整備推進運動強化月間｣関連のイベントを開

催する。 

② イベントの開催にあたり、ラジオ・雑誌等による広報を行うとともに、マス

コミに対しても積極的にPRを行い、マスコミに取り上げられることを通じてイベ

ントに参加しない一般の家庭にもイベントの効果が波及するよう努める。 

③ 各イベントにおいては、次回自動車点検整備推進運動の企画・立案に活用す

るため、参加者を対象とした全国統一様式のアンケート調査を実施する。 

 

(2) 総合的な広報・啓発活動の実施【主な目的：1.(1)(2)(3)】 

① 協議会及び連絡会と協力し、大型車を含めた自動車ユーザーに対し、ポスタ

ー・チラシ等を用いた広報活動を実施する。なお、一般の自動車ユーザーを対象

としたポスター・チラシ等については、家族連れの記憶に残るようなデザインと

することをコンセプトに作成していることを踏まえ、家族連れが参加する週末の

イベント等の機会をとらえて積極的に展開するよう努める。 

② 国土交通省、協議会及び連絡会の各団体が保有する車両の点検整備の実施を

図る。また、その所属職員に対し、庁舎・営業所等における館内放送、イントラ

ネット等によって、マイカーの点検・整備の励行を呼びかけるとともに、友人や

家族にも所属職員から点検・整備の励行を呼びかけるよう依頼する。 

 

(3) 重点点検の実施【主な目的：1.(2)】 

運送事業用の大型車について、国土交通省が選定するホイールの取付状態や燃

料装置等の重点箇所に係る点検を実施する。 

特に今年度は、広く貸切バス事業者も対象として実施を依頼するとともに、バ

ス事業者に対しては、本年３月に行ったプレス資料「バス火災の防止に向けた対

策について」等を活用し、注意喚起する。 

 

(4) 講習や無料点検等の実施【主な目的：1.(1)(3)】 

点検・整備に関する実技講習や無料点検を実施するとともに、点検・整備を怠

った場合の不具合事例、事故事例（本年の７月に行ったプレス資料「エンジンオ

イルの劣化による車両火災防止に向けた対策について」等を活用。）及び経済的

負担事例に加えてエコ整備などを説明する講習会やマイカー相談等を実施し、自

動車ユーザーの保守管理意識の高揚を図る。 
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(5) 出前講座等の実施【主な目的：1.(1)(3)】 

協議会などの自動車関係団体の協力を得つつ自動車専門学校等に赴き、日常点

検等の実施方法、点検・整備を怠った場合の不具合事例、事故事例（本年の７月

に行ったプレス資料「エンジンオイルの劣化による車両火災防止に向けた対策に

ついて」等を活用。）及び経済的負担事例に加えてエコ整備などを説明する出前

講座を行うよう努める。 

また、自動車教習所や運転免許センターに対しては、その機関に指導教員とし

て所属する職員に対し、強化月間中であることも踏まえつつ、学科教本の中に記

載されている点検整備の必要性と方法について、特に強力に指導を行ってほしい

旨を伝えるなど、積極的な働きかけを行うよう努める。 

 

(6) 不正改造車ユーザーへの警告【主な目的：1.(1)(2)】 

「不正改造車を排除する運動」の一環として設置した「不正改造110番」に寄

せられた情報を基に、自動車ユーザーに対し、警告ハガキを送付する。 

 

(7) 黒煙の排出量の多い自動車ユーザーへの点検・整備の啓発【主な目的：1.(2)】 

「ディーゼルクリーン・キャンペーン」の一環として設置した「黒煙110番」

に寄せられた情報を基に、自動車ユーザーに対し、点検・整備を促すハガキを送

付し、点検・整備の重要性を啓発する。 

 

(8) 公用車の点検整備【主な目的：1.(1)】 

国土交通省、他省庁、地方自治体が保有する公用車について、点検・整備の実

施状況を広く調査するとともに、確実な予算の確保と執行を含め、適切な点検・

整備の励行を呼びかける。 

 

(9) 自家用自動車及び事業用自動車等の定期点検整備の推進【主な目的：1.(1)】 

前検査を受検した自動車ユーザーについて、定期点検の実施を呼びかけるとと

もに、ハガキによる定期点検の実施状況調査を拡充する。 

また、前検査を行った事業者又は行おうとする事業者等（自家用大型貨物車の

使用者を含む。）について、定期点検の実施状況の確認を強化し、定期点検の確

実な励行を指示する。 

  

(10) エンジンオイル等の点検整備の推進【主な目的：1.(1)】 

エンジンオイルの劣化による車両火災事故やバッテリの爆発事故等を防止す

るため、整備管理者研修等を通じてこれらの事故の情報を展開し、適切な点検・

整備励行を呼びかける。 

 

第5 実 施 運 営        

 1．国土交通省自動車局は、地方運輸局及び内閣府沖縄総合事務局（以下「地方運輸

局等」という。）に対して、本運動の実施等について指示するほか、協議会及び連

絡会構成団体等に対して本運動の趣旨、実施事項等を通知する。 

2．地方運輸局等は、各地方の実情を勘案して実施細目を定め、本運動を推進すると

-18-

-43-



 

 

ともに、協議会の地方組織及び関係者に対して本運動の実施事項等について通知す

る。 

 

第6  報 告        

 1．地方運輸局等は、本運動の強化月間中の取り組みについて、その実施結果を平成

24年11月末までに国土交通省自動車局に報告する。 

 2．協議会及び連絡会構成団体等は、強化月間終了後、平成24年11月末までに実施結

果を取りまとめ、国土交通省自動車局に報告する。 
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別紙1 

 

自動車点検整備推進協議会構成団体 

         <順不同> 

 

１．(社) 日本自動車整備振興会連合会（事務局） 

２．一般社団法人 日本自動車工業会 

３．一般社団法人 日本自動車販売協会連合会 

４．(社) 日本中古自動車販売協会連合会 

５．(社) 全国軽自動車協会連合会 

６．日本自動車輸入組合 

７．一般社団法人 日本自動車連盟 

８．(社) 全国自家用自動車協会 

９．公益社団法人 日本バス協会 

10．一般社団法人全国ハイヤー・タクシー連合会 

11．一般社団法人 全国レンタカー協会 

12．一般社団法人 日本自動車タイヤ協会 

13．全国石油商業組合連合会 

14．一般財団法人 自動車検査登録情報協会 

15．公益財団法人 日本自動車教育振興財団 

16．一般社団法人 日本損害保険協会 

17．全国共済農業協同組合連合会 

18．全国労働者共済生活協同組合連合会 

19．一般社団法人日本自動車部品工業会 

20．全日本自動車部品卸商協同組合 

21．全国自動車電装品整備商工組合連合会 

22．一般社団法人 自動車用品小売業協会 

23．一般社団法人 電池工業会 

24．全国ディーゼルポンプ振興会連合会 

25．日本自動車車体整備協同組合連合会 

26．全国タイヤ商工協同組合連合会 

27．一般社団法人 日本自動車車体工業会 

28．全国自動車部品販売店連合会 

29．日本自動車部品協会 
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別紙2 

 

大型車の車輪脱落事故防止対策に係る啓発活動連絡会構成団体 

          <順不同> 

 

１．一般社団法人 日本自動車工業会 

（いすゞ自動車(株)、UDトラックス(株)、日野自動車(株)、三菱ふそうトラッ

ク・バス（株）） 

２．公益社団法人 全日本トラック協会 

３．公益社団法人 日本バス協会  

４．(社) 全国自家用自動車協会 

５．(社) 日本自動車整備振興会連合会 

６．一般社団法人日本自動車販売協会連合会 

７．全国タイヤ商工協同組合連合会 

８．一般社団法人 日本自動車タイヤ協会 

９．全国石油商業組合連合会 

10．一般社団法人 日本自動車車体工業会 

11．日本自動車輸入組合 

12．一般社団法人 日本自動車機械工具協会 

13．一般社団法人 日本自動車機械器具工業会 

14．一般社団法人 自動車用品小売業協会 
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平成２３年度 自動車整備事業の認証、優良、指定等に係る

集計結果 

【概要】 

１． 認証工場数、指定工場数ともに増加。 

【平成２３年度】 

  認証：92,019 工場（＋84）、 指定：29,362 工場（＋138） 

【平成２２年度】 

認証：91,935 工場（＋209）、指定：29,224 工場（＋113） 

           （※（）内は対前年度からの増減を示す） 

２． 新規認証工場数及び新規指定工場数は、前年と比べ減少。新規

認証工場数は、1,300 工場を新規指定工場数は、350 工場を割

り込んだ。 

【平成 23年度】 

  認証：新規 1,249 工場  廃止 1,165 工場 

  指定：新規  348 工場  廃止  210 工場 

【平成 22 年度】 

  認証：新規 1,459 工場  廃止 1,250 工場 

  指定：新規  383 工場  廃止  270 工場 

【平成 21 年度】 

  認証：新規 1,909 工場  廃止 1,449 工場 

      指定：新規   409 工場  廃止  379 工場  

              （※１．廃止新規の件数は除く） 

              （※２．廃止には取消を含む） 

３． 認証、指定の新規工場の概要 

【認証工場】 

平成 23 年度業態別ベスト３ 

業 態 平成 23 年度 平成 22 年度 

（参考） 

専 業 659 工場 695 工場 

車体整備業 121 工場 177 工場 

ガソリンスタンド 104 工場 140 工場 
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【指定工場】 

平成 19 年 4 月の指定工場の工員要件の緩和措置（５人→４人、大

型車を取り扱う場合を除く）を活用した新規指定工場 

 

 平成 23 年度 平成 22 年度 

(参考) 

新規指定工場数 348 工場 383 工場 

うち、工員 4人の新規指定工場 

(割合) 

135 工場 

(38.8%) 

151 工場 

(39.4%) 

 

４． 指定整備率は、横ばい。 

74.0% （平成 22 年度 74.1% 平成 21 年度 73.3%） 

 

５． 認証、指定の廃止の概要 

【認証工場】 

認証の廃止の原因を見ると、専業においては①自己都合、②後継者

難、③経営不振・倒産、④事業合理化の４つの原因が全体の約 82%を、

ディーラーにおいては、事業合理化が全体の約 79%を占めており、昨

年度と同様に整備業界の厳しい現実が浮き彫りとなっている。 

【指定工場】 

  指定の廃止の原因を見ると、専業においては①事業合理化、②認証

廃業、③工員不足、④経営不振の４つの原因が全体の約 54%を、ディ

ーラーにおいては、事業合理化が全体の約 67％を占めており、認証と

同様に厳しい現実が浮き彫りとなっている。 

 

６． 処分件数は減少。依然として「ペーパー車検」による処分あり。 

【処分件数】 

97 件（平成 22 年度 107 件 平成 21 年度 152 件） 

  ・保安基準不適合車に保安基準適合証を交付した事案が目立つ。 

50 件（平成 22 年度  50 件 平成 21 年度  82 件） 

【ペーパー車検】 

6件（平成 22 年度 4 件 平成 21 年度 3 件） 
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認証工場数と指定工場数の推移
（昭和61年度～平成23年度）（昭和61年度～平成23年度）

80 524 81 267 82,250 82,919 83,417
84,740

86,219

86,733

87,076

87,572

88,161

88,627

88,972

89,305

89,327

90,362

91,266

91,726

91,935

92,019 45.0%

50.0%

90,000

100,000
認証

指定

指定工場比率

80,524

80,799

81,267

81,792
82,630 83,212 84,025 85,515

86, 33

24 9%
25.8%

27.9%

28 8%

29.7%

30.4%

30.9%

31.3%

31.6%

31.9%

32.0%

32.1%

32.2%

32.0%

31.9%

31.7%

31.8%

31.9% 30.0%

35.0%

40.0%

60,000

70,000

80,000

20 235 20 672 21,486
23,662

25,585 26,927

27 449

27,847

28,278

28,475

28,674

28,751

28,888

29,081

29 111

29,224
29,362

24.1%

24.3%

24.4%

24.5%

24.6%

24.7%

24.9%

25.2%

26.8%

28.8%

15.0%

20.0%

25.0%

30,000

40,000

50,000

19,412

19,612

19,806

20,004

20,235

20,439

20,672

20,957
22,553

24,662
26,334 27,449

28,278 ,
29,111

0.0%

5.0%

10.0%

0

10,000

20,000

61 62 63 H1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 2361 62 63 H1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23
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指定工場の処分工場数等の推移

指定工場の処分工場数と主な違反内容の推移

160

180

300

350

命
令

数

検査員解任命令

324

270

307

161

142

66
52 60

80

100

120

140

150

200

250

300

検
査

員
解

任
命

処
分
工
場
数

適合

190

152

107
97

17 19 14 12 6 12

251

176

140 101 85

52
36 50

0

20

40

60

0

50

100

18 19 20 21 22 23
指定

適合

証等

交付
停止

平成

250

指定工場の主な違反の内容別件数の推移
ペーパー車検

年度

指定

取消

100

150

200

保安基準不適合車への保適証交付
検査未実施
検査一部未実施
点検・整備一部未実施

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

ペーパー車検 4 7 3 3 4 6

0

50

100
件
数

車検

保安基準不適合車への保適証交付 245 175 85 82 50 50

検査未実施 19 5 8 3 4 3

検査一部未実施 58 62 45 46 15 24

点検・整備一部未実施 50 23 13 11 7 8

※ 違反内容毎に複数計上
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定
の

効
力

が
失

わ
れ

た
も

の
を

含
む

。
３

．
業

務
範

囲
の

限
定

等
の

欄
に

お
い

て
、

「
ｶ
ﾞｿ

ﾘ
ﾝ
限

」
と

は
ｶ
ﾞｿ

ﾘ
ﾝ
自

動
車

の
み

を
行

う
事

業
場

、
「
ｼ
ﾞｰ

ｾ
ﾞﾙ

限
」
と

は
ｼ
ﾞｰ

ｾ
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自
動

車
の

み
を

行
う

事
業

場
を

示
し

、
「
ｶ
ﾞｿ

ﾘ
ﾝ
除

」
と

は
ガ

ソ
リ

ン

　
　

又
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液
化

石
油

ガ
ス

を
燃
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と

す
る

自
動

車
を

除
く
業

務
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行
う

事
業

場
、

「
軽

油
除

」
と

は
、

軽
油

を
燃

料
と

す
る

自
動

車
を

除
く
業

務
を

行
う

事
業

場
を

示
す

。
　

　
　

４
．

特
定

指
定

工
場

の
う

ち
、

「
一

部
供

用
」
と

は
、

検
査

機
器

等
の

一
部

を
他

の
指

定
工

場
等

と
共

用
し

て
い

る
事

業
場

を
、

「
全

部
共

用
」
と

は
全

て
の

検
査

機
器

等
を

他
の

指
定

工
場

等
と

共
用

　
　

し
て

い
る

事
業

場
を

い
う

。
５

．
「
今

年
度

末
工

場
数

の
内

訳
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の
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兼

任
検

査
員
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み

の
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業
場

」
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同
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自
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車
検

査
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が
兼

務
し
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３
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が

４
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４．自動車整備事業者数（平成２３年度）

４－１　専業事業者
運輸局

等 前年度末 新規 廃止 今年度末 前年度末 新規 廃止 今年度末 前年度末 新規 廃止 今年度末

北海道 2,767 38 42 2,763 948 4 4 948 149 1 1 149

東北 6,297 78 94 6,281 1,358 17 15 1,360 255 0 3 252

関東 18,322 238 246 18,314 3,037 31 31 3,037 558 7 12 553

北陸信越 4,435 61 52 4,444 1,076 9 12 1,073 213 0 1 212

中部 9,418 165 117 9,466 2,234 35 25 2,244 335 2 4 333

近畿 9,298 121 115 9,304 2,030 21 14 2,037 299 3 2 300

中国 4,493 61 56 4,498 1,216 16 8 1,224 148 5 2 151

四国 3,517 49 44 3,522 934 23 2 955 100 0 4 96

九州 8,596 103 101 8,598 1,787 35 14 1,808 192 5 3 194
沖縄 822 10 14 818 279 2 4 277 8 0 0 8

計 67,965 924 881 68,008 14,899 193 129 14,963 2,257 23 32 2,248

４－２　ディーラー
運輸局

等 前年度末 新規 廃止 今年度末 前年度末 新規 廃止 今年度末 前年度末 新規 廃止 今年度末
北海道 294 3 3 294 195 1 0 196 24 0 0 24
東北 263 0 5 258 185 1 2 184 11 0 0 11
関東 640 17 10 647 438 54 49 443 71 0 0 71

北陸信越 289 1 2 288 157 4 2 159 22 0 0 22
中部 203 2 1 204 185 2 1 186 25 0 1 24
近畿 303 3 2 304 232 4 0 236 19 0 0 19
中国 276 5 2 279 191 6 2 195 23 1 0 24
四国 128 0 0 128 107 0 0 107 28 0 0 28
九州 292 3 5 290 221 3 1 223 36 0 0 36
沖縄 22 0 0 22 16 1 0 17 1 0 0 1
計 2,710 34 30 2,714 1,927 76 57 1,946 260 1 1 260

４－３　自家
運輸局

等 前年度末 新規 廃止 今年度末 前年度末 新規 廃止 今年度末 前年度末 新規 廃止 今年度末
北海道 212 6 5 213 36 3 1 38 2 0 0 2
東北 342 3 4 341 53 1 0 54 1 0 0 1
関東 641 4 13 632 97 4 2 99 37 1 1 37

北陸信越 174 2 0 176 7 1 1 7 2 0 0 2
中部 343 2 4 341 85 0 0 85 7 0 0 7
近畿 536 7 14 529 115 2 5 112 13 0 1 12
中国 177 1 4 174 32 0 0 32 6 0 0 6
四国 107 0 0 107 25 0 0 25 4 0 0 4
九州 419 4 5 418 61 0 2 59 13 0 0 13
沖縄 61 1 0 62 9 0 0 9 0 0 0 0
計 3,012 30 49 2,993 520 11 11 520 85 1 2 84

認　　　　証 指　　　　定 優　良　認　定

認　　　　証 指　　　　定 優　良　認　定

認　　　　証 指　　　　定 優　良　認　定
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2
5

2
2

2
4

8
1
2

1
7

-
5

2
2

2
3

1
.1

3

2
5

1
6
5

1
.1

1

指
定

工
場

数
増

減

-
3
1
-
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3
0
0

3
5
0

4
0
0

4
5
0

5
0
0

5
5
0

6
0
0

工 場 数

指
定

工
場

数
の

推
移

徳
島

香
川

愛
媛

高
知

2
0
0

2
5
0

3
0
0

3
5
0

9
1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

数

年
度

末

高
知

-
3
2
-
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様
式
　
３

１
．
自
動
車
分
解
整
備
事
業
関
係
（
平
成
２
３
年
度
）

１
－
１
認
証

今
年
度
末
工
場
数
の
内
訳

普
通

普
通
・
小
型

普
通
・
軽

小
型

軽

徳
島

9
7
4

1
5

9
0

9
8
0

6
9
0
5

0
6
5

4
8
4

香
川

1
,0
7
2

1
1

1
1

0
1
,0
7
2

1
0

9
8
6

1
7
3

2
1
3
1

愛
媛

1
,4
9
4

2
2

1
6

0
1
,5
0
0

2
1
,3
7
3

0
1
2
3

2
1
2
4

高
知

8
0
4

1
9

1
7
9
5

3
7
3
8

0
5
2

2
8
0

0 0 0 0 0 0

管
内
計

4
,3
4
4

4
9

4
5

1
4
,3
4
7

2
1

4
,0
0
2

1
3
1
3

1
0

4
1
9

１
－
２
整
備
主
任
者

１
－
３
監
査
及
び
処
分

（
　
　
）

徳
島

1
,7
3
0

1
9
5

2
0
8

1
,7
1
7

2
3
5

徳
島

0
0

0
()

0
0

0

香
川

2
,3
1
0

1
6
1

1
4
7

2
,3
2
4

1
1
0

香
川

0
0

0
()

0
0

0

愛
媛

2
,9
8
7

3
6
7

3
2
7

3
,0
2
7

4
9
0

愛
媛

1
0

0
()

0
0

0

高
知

1
,5
5
6

9
9

1
2
0

1
,5
3
5

8
4

高
知

1
0

1
(1
)

0
0

0

0 0 0 0 0 0

管
内
計

8
,5
8
3

8
2
2

8
0
2

8
,6
0
3

9
1
9

管
内
計

2
0

1
(1
)

0
0

0
注
：
新
規
選
任
数
に
は
、
整
備
主
任
者
の
増
員
及
び
事
業
者
自
ら
整
備
主
任
者
と
な
る
場
合
も
含
む
。

注
：
「
取
消
」
欄
中
の
（
　
）
内
は
、
所
在
不
明
に
よ
る
取
り
消
し
件
数
（
内
数
）
。

前
年
度
末

現
在
数

運
輸
支
局
等

変
　
更

届
出
数

今
年
度
末

現
在
数

辞
任
数

新
　
規

選
任
数

文
書
警
告

聴
聞
件
数

監
査
件
数

運
輸
支
局
等

処
　
　
分
　
　
件
　
　
数

取
　
消

事
業
停
止
改
善
命
令

運
輸
支
局
等

変
　
更

届
出
数

前
年
度
末

工
場
数

今
年
度
末

工
場
数

認
　
証

取
消
数

廃
　
止

届
出
数

新
　
規

認
証
数

-
3
3
-
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様
式

　
４

２
．

指
定

自
動

車
整

備
事

業
関

係
業

務
量

報
告

（
平

成
２

３
年

度
）

２
－

１
指

定

廃
指

今
 年

　
度

 末
 工

 場
 数

 の
 内

 訳
止

定
協

協
変

更
申

請
届

取
ｶ
ﾞｿ

ｼ
ﾞｰ

軽
ｶ
ﾞｿ

同
業

農
届

出
手

数
料

出
消

ﾘ
ﾝ

 ｾ
ﾞﾙ

油
ﾘ
ﾝ

組
組

協
数

納
付

額
(　

 )
( 
　

)
数

数
限

限
除

除
合

合
（
千

円
）

徳
島

2
9
4

6
(3

)
5

(2
)

4
0

2
9
6

5
0

8
0

2
1
2

9
3

3
2

4
8

1
7
4

香
川

3
9
1

1
0

(2
)

6
()

3
0

3
9
8

8
1

5
0

1
7

7
1
6

5
3

1
8
2

2
9
0

愛
媛

5
2
2

1
7

(5
)

1
0

(2
)

5
0

5
3
4

0
0

1
7

1
4

1
0

0
2

7
7

8
5

4
9
3

高
知

2
5
2

5
(1

)
2

()
3

0
2
5
4

1
0

6
0

0
8

0
0

2
5

3
2

1
4
5

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

管
内

計
1
,4

5
9

3
8

(1
1
)

2
3

(4
)

1
5

0
1
,4

8
2

1
4

1
3
6

1
2
3

3
7

2
5

1
0

1
5

1
5

2
4
7

1
1
0
2

注
１

：
新

規
指

定
工

場
数

欄
の

（
）
内

は
、

廃
止

新
規

件
数

（
内

数
）
。

注
２

：
「
指

定
取

消
数

」
に

は
、

所
在

不
明

に
よ

る
認

証
取

消
の

結
果

、
指

定
の

効
力

が
失

わ
れ

た
も

の
を

含
む

。

２
－

２
自

動
車

検
査

員
２

－
３

監
査

及
び

処
分

（
　

　
）

徳
島

9
3

8
8

3
2

2
9
6

0
0

()
0

0
0

0
香

川
2
1
6

9
8

4
9

3
6
6

0
0

()
0

0
0

0
愛

媛
2
4
7

1
6
9

3
9
6

5
5
6

0
0

()
0

0
2

0
高

知
7
1

5
6

3
0

2
5
7

0
0

()
0

0
0

0

管
内

計
6
2
7

4
1
1

5
0
7

1
,4

7
5

0
0

()
0

0
2

0

1
,6

2
7

1
,7

0
5

7
5
2

1
0
2

7
1

香
川

徳
島

運
輸

支
局

等

兼
任

検
査

員
の

み
の

事
業

場

処
　

　
分

　
　

件
　

　
数

7
4
7

1
,1

1
5

 聴
聞

件
数

監
査

件
数

変
更

届
出 数

う
ち

、
兼

任
検

査
員

数

今
年

度
末

工
場

数

新
規

指
定

工
場

数

前
年

度
末

工
場

数

う
ち

、
工

員
数

が
４

人
の

工
場

数

1
1
0

辞
任

数
新

規
選

任 数

前
年

度
末

現
在

数

今
年

度
末

現
在

数

注
３

：
業

務
範

囲
の

限
定

等
の

欄
に

お
い

て
、

「
ｶ
ﾞｿ

ﾘ
ﾝ
限

」
と

は
ｶ
ﾞｿ

ﾘ
ﾝ
自

動
車

の
み

を
行

う
事

業
場

、
「
ｼ
ﾞｰ

ｾ
ﾞﾙ

限
」
と

は
ｼ
ﾞｰ

ｾ
ﾞﾙ

自
動

車
の

み
を

行
う

事
業

場
を

示
し

、
「
ｶ
ﾞｿ

ﾘ
ﾝ
除

」
と

は
ガ

ソ
リ

ン
　

　
　

又
は

液
化

石
油

ガ
ス

を
燃

料
と

す
る

自
動

車
を

除
く
業

務
を

行
う

事
業

場
、

「
軽

油
除

」
と

は
、

軽
油

を
燃

料
と

す
る

自
動

車
を

除
く
業

務
を

行
う

事
業

場
を

い
う

。

特
定

指
定

工
場

一
部

共
用

全
部

共
用

業
務

範
囲

の
限

定

注
４

：
特

定
指

定
工

場
の

う
ち

、
「
一

部
共

用
」
と

は
、

検
査

機
器

等
の

一
部

を
他

の
指

定
工

場
等

と
共

用
し

て
い

る
事

業
場

を
、

「
全

部
共

用
」
と

は
全

て
の

検
査

機
器

等
を

他
の

指
定

工
場

等
と

共
用

　
　

　
し

て
い

る
事

業
場

を
い

う
。

注
５

：
「
今

年
度

末
工

場
数

の
内

訳
」
の

「
兼

任
検

査
員

の
み

の
事

業
場

」
欄

は
、

同
一

事
業

者
の

事
業

場
で

あ
っ

て
、

他
の

事
業

場
の

自
動

車
検

査
員

が
兼

務
し

て
い

る
事

業
場

数
（
当

該
事

業
場

　
　

　
専

任
の

検
査

員
が

１
人

で
も

い
る

事
業

場
を

除
く
。

）
。

1
,2

3
3

運
輸

支
局

等
検

査
員

解
任

命
令

文
書

警
告

是
正

命
令

取
消

運
輸

支
局

等 高
知

愛
媛

交
付

の
停

止

4
,3

4
800

4
,1

3
2

00

6
4
3

6
5
8

7
2

0 0

注
：
「
取

消
」
欄

中
の

（
　

）
内

は
、

所
在

不
明

に
よ

る
認

証
取

消
の

結
果

、
　

　
　

指
定

の
効

力
が

失
わ

れ
た

件
数

（
内

数
）

3
5
5

管
内

計

-
3
4
-
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様式６
４．自動車整備事業者数（平成２３年度）

４－１専業事業者

前年度末 新規 廃止 今年度末 前年度末 新規 廃止 今年度末 前年度末 新規 廃止 今年度末

徳島 818 15 8 825 189 3 0 192 11 0 0 11

香川 818 11 10 819 228 5 0 233 39 0 0 39

愛媛 1,230 22 16 1,236 358 11 0 369 40 0 4 36

高知 651 1 10 642 159 4 2 161 10 0 0 10

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

計 3,517 49 44 3,522 934 23 2 955 100 0 4 96

４－２ディーラー

前年度末 新規 廃止 今年度末 前年度末 新規 廃止 今年度末 前年度末 新規 廃止 今年度末

徳島 24 0 0 24 23 0 0 23 7 0 0 7

香川 29 0 0 29 27 0 0 27 12 0 0 12

愛媛 34 0 0 34 31 0 0 31 7 0 0 7

高知 41 0 0 41 26 0 0 26 2 0 0 2

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

計 128 0 0 128 107 0 0 107 28 0 0 28

４－３自家

前年度末 新規 廃止 今年度末 前年度末 新規 廃止 今年度末 前年度末 新規 廃止 今年度末

徳島 14 0 0 14 1 0 0 1 2 0 0 2

香川 40 0 0 40 8 0 0 8 0 0 0 0

愛媛 25 0 0 25 13 0 0 13 1 0 0 1

高知 28 0 0 28 3 0 0 3 1 0 0 1

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

計 107 0 0 107 25 0 0 25 4 0 0 4

運輸支
局等

認　　　　証 指　　　　定 優　良　認　定

運輸支
局等

認　　　　証 指　　　　定 優　良　認　定

運輸支
局等

認　　　　証 指　　　　定 優　良　認　定
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E-PLI 25mm 
Flex-PLI 75mm 
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!!

　世界に先駆けて、衝突被害軽減ブレーキの技術基準を策定します！
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平成 24 年 7 月 26 日 

自 動 車 局 

 

追突事故時の被害軽減等のための道路運送車両の保安基準等の一部改正について 

 

突入防止装置は、地面と車台との隙間の大きい自動車が後方より他の乗用車等に追

突された場合に、当該追突した乗用車等が車台の下に潜り込むことを防止するための

装置です。これまで普通貨物自動車及び車両総重量3.5トン超の小型貨物自動車に装

着を義務づけていましたが、これらの車種以外でも、構造上潜り込みの可能性がある

自動車については、被害軽減のため、新たに突入防止装置の装着を義務づけることと

しました。具体的には、乗用自動車及び車両総重量3.5トン以下の小型貨物自動車等

を適用車種とするため、道路運送車両の保安基準等を改正することとしました。 

このほか、立席を有していないバスにおいて、横向き座席を設置する場合に必要な

座席寸法等の要件を定めるなど、所要の措置を講ずることとしました。 

なお、これらの改正は、国連欧州経済委員会（UN/ECE）自動車基準調和世界フォー

ラム（WP29）第155回会合において、日本が既に採用している国際基準の改訂を受け

て行うものです。 

 

 

 

 

 

 

 

問い合わせ先 

 自動車局 技術政策課    ：永井、冨岡

      審査・リコール課 ：山下 

 電話 03-5253-8111（内線 42255、42313） 

    03-5253-8591（技術政策課（直通）） 

    03-5253-8596（審査・リコール課（直通））

FAX 03-5253-1640 

（※）貨物自動車に備える突入防止装置の例 
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別紙 

 

自動車基準の国際調和、認証の相互承認等に関する「道路運送車両の保安基準」、「装置型

式指定規則」、「道路運送車両の保安基準の細目を定める告示」等の一部改正について 

 

 

１．背景 

  我が国の安全・環境基準のレベルを維持しつつ、自動車基準の国際調和、認証の相互

承認を推進するため、平成 10 年に国連の「車両等の型式認定相互承認協定」（以下「相

互承認協定」という。）に加入し、その後、相互承認協定に基づく規則（以下「協定規則」

という。）について段階的に採用を進めているところです。 

  今般、「突入防止装置に係る協定規則（第 58 号）」などの改訂が、国連欧州経済委員会

（UN/ECE）自動車基準調和世界フォーラム（WP29）第 155 回会合において採択されてお

り、今後、協定に定める規則改正手続きを経て、平成 24 年 7 月 26 日に当該改正案が発

効される予定となっています。 

これを受け、「道路運送車両の保安基準（昭和 26 年運輸省令第 67 号。以下「保安基準」

という。）」、「装置型式指定規則(平成 10 年運輸省令第 66 号)」、「道路運送車両の保安基

準の細目を定める告示（平成 14 年国土交通省告示第 619 号。以下「細目告示」という。）」

等を改正することとする。 

 

 

２．改正概要 

（１）協定規則の改定に伴う保安基準等の改正 

①  突入防止装置（保安基準第 18 条の２、細目告示第 24 条、第 102 条、第 180 条関

係） 

  「突入防止装置に係る協定規則（第 58 号）」の改正に伴い、以下のとおり改正する。 

【適用範囲】 

○ 現行、貨物の運送の用に供する自動車（車両総重量 3.5 トン以下の小型自動車、

軽自動車及び牽引自動車を除く。）及びポール・トレーラには、突入防止装置の

基準を適用していましたが、新たに車両総重量 3.5 トン以下の小型貨物自動車及

び乗用自動車等に対しても適用する。 

 【改正概要】 
○ 新たに適用される自動車に備える突入防止装置は、以下の要件を満たさなけれ
ばならないこととする。 
・平面部の最外縁が後軸の車輪の最外側の内側 100mm までの間にあること。 
・下縁の高さが地上 550mm 以下に取り付けられていること。 
・自動車の後端との水平距離が 450mm 以下に取り付けられていること。 

○ 突入防止装置に係る取付位置の改正 

上記適用範囲の拡大がなされたことに伴い、現行で対象となる自動車に備える

突入防止装置に係る取付位置を変更する。 

 【適用時期】 

○ 平成 27 年 7 月 26 日以降に製作される自動車 

 

②  座席（細目告示第 28 条、第 106 条、第 184 条関係） 

「座席に係る協定規則（第 17 号）」及び「大型車座席に係る協定規則（第 80 号）」

の改正に伴い、以下のとおり改正する。 

【適用範囲】 

-74-

-97-



○ 専ら乗用の用に供する自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車及び最高速度

20 キロメートル毎時未満の自動車を除く。） 

○ 専ら貨物の運送の用に供する自動車（最高速度 20 キロメートル毎時未満の

自動車を除く。） 

 【改正概要】 

○ 横向き座席の定義について、従前、前向き座席又は後向き座席以外の座席と

定義していたが、今般、運行中に使用する座席であって、車両中心線に直交す

る鉛直面と座席中心面（座席中央部を含む鉛直面）との角度が左右 10 度以内

となるよう車両の側方を向いているものを横向き座席とする改正を行う。 

 （参考図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 現在は、乗車定員 10 人未満の自動車等には、前向き座席又は後向き座席以

外の装備を禁止しているが、その対象を見直し、専ら乗用の用に供する乗車定

員 10 人以上の自動車（立席を有しないもの、幼児専用車及び移動等円滑化の

ために必要な旅客施設又は車両等の構造及び設備に関する基準を定める省令

（平成 18 年国土交通省令第 111 号）第１条第１項第 13 号に規定する福祉タク

シー車両（乗車定員 10 人に限る。）を除く。）にも拡大する。ただし、当該自

動車のうち、車両総重量 10 トンを超えるものについては、協定規則第 80 号の

規則 7.4.に規定する横向き座席の取り付け要件(※)を満たす場合に限り、横向

き座席を装備することができることとする。 

 ※横向き座席の取り付け要件 

・座席の高さは基準面から 1m 以上の高さを有していること。（参考図参照） 

・隣接する横向き座席のＨポイント（ISO6549-1980 に規定された人体模型を着

座させた場合の当該人体模型の股関節点の位置又はこれに相当する設計標

準位置）を通る直線が基準面と平行であり、Ｈポイント間の水平距離は 450mm

以上、725mm 以下であること。(参考図参照) 

・横向き座席に着座する乗員が、車両進行方向の最前部の横向き座席の前方に

備えられた仕切り等の車両構造物又は前向き座席によって保護されるもの

であること。この場合において、車両構造物又は前向き座席は動的試験要件

を満たしていれば、本要件に適合するものとする。 

 

【参考図】 

車両進行方向 

 

座席中心面

10°10°
座面

背もたれ 車室内側壁

着

座

方

向

車両中心線と直交する鉛直面
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 【適用時期】 

  新 型 車：平成 26 年 7 月 26 日 

  継続生産車：平成 29 年 7 月 26 日 

   

    

③  座席ベルト（細目告示第 30 条、第 108 条、第 186 条関係） 

「座席ベルトに係る協定規則（第 16 号）」及び「座席ベルト取付装置に係る協定規

則（第 14 号）」の改正に伴い、以下のとおり改正する。 

【適用範囲】 

○ 自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車及び最高速度 20 キロメートル毎時

未満の自動車を除く。） 

【改正概要】 

○ 横向き座席の定義について、従前、前向き座席又は後向き座席以外の座席と

定義していたが、今般、運行中に使用する座席であって、車両中心線に直交す

る鉛直面と座席中心面（座席中央部を含む鉛直面）との角度が左右 10 度以内

となるよう車両の側方を向いているものを横向き座席とする改正を行う。 

○ 専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以上の自動車（高速道路等において運

行しないものを除く。）であって、車両総重量 10 トンを超える自動車に備える

横向き座席には、協定規則第 16 号附則 16 に規定する第一種座席ベルト（二点

式座席ベルト）を装備することを義務付けする。また、当該座席に備える座席

ベルト取付装置の必要設置個数及び当該座席ベルト取付装置の強度要件を追

加して規定する。 

【適用時期】 

  新 型 車：平成 26 年 7 月 26 日 

  継続生産車：平成 29 年 7 月 26 日 

 

 

④  前照灯及び前部霧灯（細目告示第 42 条及び第 43 条関係） 

「放電式前照灯に係る協定規則（第 98 号）」、「配光可変型前照灯に係る協定規則（第

123 号）」及び「前部霧灯に係る協定規則（第 19 号）」の改正に伴い、以下のとおり

改正する。 
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【適用範囲】 

○  自動車に備える前照灯及び前部霧灯に適用する（従前から変更なし）。 

 【改正概要】 
○ 放電式前照灯、配光可変型前照灯及び前部霧灯であって、バラストと光源が一

体型の場合には、点灯４秒後の灯火の性能を確認する光度性能試験を適用しな
いこととする。 

※バラスト：放電灯光源の電流を安定させるために電源と光源の間に取り付ける光源電子

制御装置 

【適用時期】 
○ 施行日より適用する。 

 

⑤ 後部霧灯（細目告示別添 52 関係） 

 「灯火器及び反射器並びに指示装置の取付装置に係る協定規則（第 48 号）」の改正

に伴い、以下のとおり改正する。 

【適用範囲】 

○  自動車に備える後部霧灯に適用する（従前から変更なし）。 

 【改正概要】 
○  後部霧灯がその他の後部灯火器との集合式である場合には、取付高さ（照明

部の上縁）を 1,000mm 以下から 1,200mm 以下に見直す。 
【適用時期】 

○ 施行日より適用する。 

 

⑥ その他 

その他の協定規則について、誤記訂正、項目の整理等に伴う改訂が行われたので、

国内法令も同様に改正を行う。 

 

（２）その他の保安基準等の改正 

 

① 後部反射器等の取付基準の改正（細目告示別添 52 関係） 

【適用範囲】 

○ ダンプトラック、テールゲートリフター等に備える後部反射器に適用する。 

【改正概要１】 

○ 可動構成部品により後部反射器が 50%遮蔽される場合、後部反射器の基準を

満たす別の反射器を取り付ける必要があるが、構造上困難な場合にあっては、取

り付ける別の後部反射器の要件を可能な限り満たすように取り付ければよいも

のとする。 

【適用時期】 

○ 平成 25 年１月１日以降に製作される自動車 

【改正概要２】 

○ 可動構成部品上に取り付けられた尾灯、後面に備える方向指示器及び後部反

射器は、可動構成部品がいかなる位置にあっても各灯火の基準を満たすように取

り付ける必要があるが、構造上困難な場合にあっては、取り付ける灯火の要件を

可能な限り満たすように取り付ければよいものとする。 

【適用時期】 

○ 施行日より適用する。 

 

 

（３）装置型式指定規則の改正 
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   「大型車座席に係る協定規則（第 80 号）」の改訂に伴い、第 5 条の規則番号（指 

定を受けたものとみなす特定装置）について所要の変更を行います。 

 

３．スケジュール 

公布：平成 24 年７月下旬 予定 

施行：平成 24 年 7 月 26 日 

  

 

※ＵＮ規則文書（原文）につきましては次のとおりです。 

http://www.unece.org/transport/areas-of-work/vehicle-regulations/working-parti

es-and-documents/world-forum-for-harmonization-of-vehicle-regulations-wp29/ado

pted-proposals/155th-session-nov-2011.html 
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「道路運送車両の保安基準第二章及び第三章の規定の適用関係の 

整理のため必要な事項を定める告示」の一部改正について 

 
平成 24 年７月 

技 術 政 策 課 

１．改正概要  

下表の細目告示の改正項目について、適用関係を整理・制定する。 

細目告示の 

改正項目 

適用関係整理告示の 

改正箇所 
対象 

車枠及び車体 

（第 15 条関

係） 

・協定規則の改訂に伴い、自動

車の助手席に年少者用補助乗

車装置を備える場合の警告表

示を備えなければならない自

動車の適用を整理 

 

○専ら乗用の用に供する定員 10 人

未満の自動車（電気自動車に限

る。） 

 新型生産車：平成 25 年 6 月 23 日

突入防止装置 

（第 17 条関

係） 

・協定規則の改訂に伴い、新た

に突入防止装置を備えなけれ

ばならない自動車の適用を整

理 

 

○専ら乗用の用に供する自動車 

○貨物の運送の用に供する3.5トン

以下の小型自動車 

 新型生産車：平成 27 年 7 月 26 日

 継続生産車：上記に同じ 

座席 

（第 19 条関

係） 

・保安基準の細目告示第 28 条第

6 項等を表形式に改正したこ

とに伴う適用を整理 

・協定規則の改訂に伴い、運行

中に使用する横向き座席の備

え付けを禁止する自動車等の

適用を整理 

○専ら乗用の用に供する自動車（二

輪自動車、側車付二輪自動車及び

最高速度 20 キロメートル毎時未

満の自動車を除く。） 

○専ら貨物の運送の用に供する自

動車（最高速度 20 キロメートル

毎時未満の自動車を除く。） 

新型生産車：平成 26 年 7 月 26 日

継続生産車：平成 29 年 7 月 26 日

座席ベルト等 

（第 20 条関

係） 

・協定規則の改訂に伴い、座席

ベルトの装備要件の適用を整

理 

○自動車（二輪自動車、側車付二輪

自動車及び最高速度 20 キロメー

トル毎時未満の自動車を除く。）

新型生産車：平成 26 年 7 月 26 日

 継続生産車：平成 29 年 7 月 26 日

上表の他、協定規則番号の改訂等の所要の改正を行う。 

 

２．スケジュール 
 

公布：平成 24 年７月中旬 （予定） 

施行：平成 24 年７月 26 日 
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平成２４年７月

自 動 車 局

道路運送車両の保安基準等の一部を改正する省令案について

１．背景

自動車の安全・環境基準及び自動車の装置型式指定に係る事項については、道路運送

車両法（昭和２６年法律第１８５号。以下「法」という。）の規定に基づき、道路運送

車両の保安基準（昭和２６年運輸省令第６７号。以下「保安基準」という。）及び装置

型式指定規則（平成１０年運輸省令第６６号。以下「装置規則」という。）においてそ

れぞれ定められているところである。

一方、我が国においては、国内の安全・環境の維持を前提に、車両等の型式認定相互

承認協定に加入し、これに基づく規則（以下「協定規則」という。）の採用を進めると

ともに、当該協定規則と関係する国内規則との調和を図っているところである。

今般、「突入防止装置に係る協定規則（第５８号）」などの改訂が、国連欧州経済委員

会（ＵＮ／ＥＣＥ）自動車基準調和世界フォーラム（ＷＰ２９）第１５５回会合におい

て採択され、国内に導入する必要があると認められることから、当該改訂に関係する国

内規則を改正し、改訂された協定規則との調和を図る必要がある。

２．概要

（１）第１条：道路運送車両の保安基準の一部改正

○第１８条の２（巻込防止装置等）

現行において、貨物の運送の用に供する自動車（車両総重量3.5トン以下の小型

自動車、軽自動車及び牽引自動車を除く。）及びポール・トレーラには、突入防止

装置の基準を適用していましたが、新たに車両総重量3.5トン以下の小型貨物自動

車及び乗用自動車等に対しても適用します。

（２）第２条：装置型式指定規則の一部改正

○第２条（特定装置の種類）

「突入防止装置に係る協定規則（第５８号）」の改訂に伴い、所要の変更を行い

ます。

○第５条（指定をうけたものとみなす特定装置）

「大型車座席に係る協定規則（第８０号）」の改訂に伴い、所要の変更を行いま

す。

３．今後のスケジュール（予定）

公 布 平成２４年７月中旬

施 行 平成２４年７月２６日
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２
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法
第
四
十
一
条
第
七
号
の
車
枠
及
び
車
体
の
う
ち
突
入
防
止
装
置
（
貨
物
の

（
二
輪
自
動
車
、
側
車
付
二
輪
自
動
車
、
三
輪
自
動
車
、
カ
タ
ピ
ラ
及
び
そ
り

運
送
の
用
に
供
す
る
自
動
車
（
三
輪
自
動
車
並
び
に
カ
タ
ピ
ラ
及
び
そ
り
を
有

を
有
す
る
軽
自
動
車
、
大
型
特
殊
自
動
車
（
ポ
ー
ル
・
ト
レ
ー
ラ
を
除
く
。
）

す
る
軽
自
動
車
を
除
く
。
）
で
あ
っ
て
車
両
総
重
量
三
・
五
ト
ン
を
超
え
る
も

、
小
型
特
殊
自
動
車
並
び
に
牽
引
自
動
車
を
除
く
。
）
に
備
え
る
も
の
に
限
る

の
に
備
え
る
も
の
に
限
る
。
）

け
ん

。
）

十
一

法
第
四
十
一
条
第
七
号
の
車
枠
及
び
車
体
の
う
ち
突
入
防
止
装
置
及
び
突

十
一

法
第
四
十
一
条
第
七
号
の
車
枠
及
び
車
体
の
う
ち
突
入
防
止
装
置
及
び
突

入
防
止
装
置
取
付
装
置
（
自
動
車
（
二
輪
自
動
車
、
側
車
付
二
輪
自
動
車
、
三

入
防
止
装
置
取
付
装
置
（
貨
物
の
運
送
の
用
に
供
す
る
自
動
車
（
三
輪
自
動
車

輪
自
動
車
、
カ
タ
ピ
ラ
及
び
そ
り
を
有
す
る
軽
自
動
車
、
大
型
特
殊
自
動
車
（

並
び
に
カ
タ
ピ
ラ
及
び
そ
り
を
有
す
る
軽
自
動
車
を
除
く
。
）
で
あ
っ
て
車
両

ポ
ー
ル
・
ト
レ
ー
ラ
を
除
く
。
）
、
小
型
特
殊
自
動
車
並
び
に
牽
引
自
動
車
を

総
重
量
三
・
五
ト
ン
を
超
え
る
も
の
に
備
え
る
も
の
に
限
る
。
）

け
ん

除
く
。
）
に
備
え
る
も
の
に
限
る
。
）

十
一
の
二
～
四
十
六

（
略
）

十
一
の
二
～
四
十
六

（
略
）

（
指
定
を
受
け
た
も
の
と
み
な
す
特
定
装
置
）

（
指
定
を
受
け
た
も
の
と
み
な
す
特
定
装
置
）

第
五
条

法
第
七
十
五
条
の
二
第
七
項
の
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
特
定
装
置
は
、

第
五
条

法
第
七
十
五
条
の
二
第
七
項
の
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
特
定
装
置
は
、

次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
も
の
と
し
、
同
項
の
認
定
そ
の
他
の
証
明
は
、
同
表
の

次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
も
の
と
し
、
同
項
の
認
定
そ
の
他
の
証
明
は
、
同
表
の

上
欄
に
掲
げ
る
特
定
装
置
の
種
類
に
応
じ
、
国
土
交
通
大
臣
が
告
示
で
定
め
る
国

上
欄
に
掲
げ
る
特
定
装
置
の
種
類
に
応
じ
、
国
土
交
通
大
臣
が
告
示
で
定
め
る
国

が
、
車
両
並
び
に
車
両
へ
の
取
付
け
又
は
車
両
に
お
け
る
使
用
が
可
能
な
装
置
及

が
、
車
両
並
び
に
車
両
へ
の
取
付
け
又
は
車
両
に
お
け
る
使
用
が
可
能
な
装
置
及

び
部
品
に
係
る
統
一
的
な
技
術
上
の
要
件
の
採
択
並
び
に
こ
れ
ら
の
要
件
に
基
づ

び
部
品
に
係
る
統
一
的
な
技
術
上
の
要
件
の
採
択
並
び
に
こ
れ
ら
の
要
件
に
基
づ

い
て
行
わ
れ
る
認
定
の
相
互
承
認
の
た
め
の
条
件
に
関
す
る
協
定
（
以
下
「
協
定

い
て
行
わ
れ
る
認
定
の
相
互
承
認
の
た
め
の
条
件
に
関
す
る
協
定
（
以
下
「
協
定

」
と
い
う
。
）
に
附
属
す
る
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
規
則
に
基
づ
き
行
う
認
定
に

」
と
い
う
。
）
に
附
属
す
る
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
規
則
に
基
づ
き
行
う
認
定
に

よ
る
も
の
と
す
る
。

よ
る
も
の
と
す
る
。
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特
定
装
置
の
種
類

規
則
番
号

特
定
装
置
の
種
類

規
則
番
号

一
～
十
三

（
略
）

（
略
）

一
～
十
三

（
略
）

（
略
）

十
三
の
二

第
二
条
第
十
二
号
の
二
の

第
八
十
号
第
三
改
訂
版

十
三
の
二

第
二
条
第
十
二
号
の
二
の

第
八
十
号
第
二
改
訂
版

座
席

座
席

十
三
の
三
～
三
十
八

（
略
）

（
略
）

十
三
の
三
～
三
十
八

（
略
）

（
略
）

２
・
３

（
略
）

２
・
３

（
略
）

附

則

（
施
行
期
日
）

第
一
条

こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
四
年
七
月
二
十
六
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

第
二
条

第
二
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
装
置
型
式
指
定
規
則
第
五
条
第
一
項
の
表
第
十
三
号
の
二
下
欄
に
掲
げ
る
車
両
並
び
に
車
両
へ
の
取
付
け
又
は
車
両
に
お
け
る
使
用

が
可
能
な
装
置
及
び
部
品
に
係
る
統
一
的
な
技
術
上
の
要
件
の
採
択
並
び
に
こ
れ
ら
の
要
件
に
基
づ
い
て
行
わ
れ
る
認
定
の
相
互
承
認
の
た
め
の
条
件
に
関
す
る
協
定
（
以
下

「
協
定
」
と
い
う
。
）
に
附
属
す
る
規
則
に
基
づ
き
行
わ
れ
た
認
定
は
、
平
成
二
十
九
年
七
月
二
十
五
日
ま
で
は
、
第
二
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
装
置
型
式
指
定
規
則
第

五
条
第
一
項
の
表
第
十
三
号
の
二
下
欄
に
掲
げ
る
協
定
に
附
属
す
る
規
則
に
基
づ
き
行
わ
れ
た
認
定
と
み
な
す
。
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ブレーキ機器が凍結すると非常に危険な状態になります。凍結を防止するためにエア・タンクの水抜きを

励行すると共に、特に冬期に入る前にブレーキ機器の点検整備を行い、ブレーキ用エアに含まれている

水分の除去を行ってください。 

 

 

エア・タンクからの水抜きは、道路運送車両法で使用者または運行する人により日常（運行前）点検する

ことが義務付けられており、車両を安全に運行するために非常に重要なことです。 

エア・ドライヤを装着した車両においても水抜きを励行し、車両の安全な状態を確保してください。 

※エア・タンクから多量の水分が排出されるときは、エア・ドライヤの機能が低下している可能性があります。 

 

 

ブレーキ用エアに含まれる水分は、ブレーキ機器の潤滑油を洗い流して作動を妨げ、冬期においては凍

結して作動不良になる危険性があります。これらの問題を解決するためトラクタにエア・ドライヤが装着さ

れていますが、性能を維持するためには定期的な点検整備が必要です。 

乾燥剤やフィルタなどの交換時期等については各トラクタ・メーカの取扱説明書やメンテナンス・ノート

に従ってください。 

                                  

 

 

 

 

 

 

        エア・ドライヤの例             エア・ドライヤ内部構造（交換部品）例 

一般社団法人 日本自動車車体工業会 トレーラ部会 

 

トラクタとトレーラのエア・タンクからの水抜き 

 

トラクタのエア・ドライヤの点検整備 

❄❄❄ブレーキ機器の水分除去のお願い❄❄❄ 

トレーラのブレーキ・バルブ凍結による車両火災に注意 

乾燥剤 

フィルタ 

 

ブレーキ機器が凍結 

車両火災発生！ 
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リレー・エマージェンシ・バルブはトラクタから送られたブレーキ用エアをコントロールし、トレーラ各輪のブ

レーキを作動させる重要な機能を有しています。 

ブレーキ用エアに水分や埃が含まれているとブレーキ機器の作動を妨げ、さらに凍結すると作動不良とな

り危険な状態になります。そのため、冬期に入る前には凍結防止のため必ず点検整備を行い、水分の除

去および清掃を実施してください。 

リレー・エマージェンシ・バルブの点検整備要領 

詳細については各トレーラ・メーカの取扱説明書やメンテナンス・ノートに従ってください。 

※ブレーキ機器の点検整備は、専門のサービス工場（認証工場)で受けてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般社団法人 日本自動車車体工業会 トレーラ部会 

 

丸印の上部４本のボルトを取外す 

リレー・ピストンを取外し、上部の

水分を除去する 

赤色点線部に専用 

グリスを塗布する 

カバーを取外し、水分を 

除去する 
WABCO の場合 

リレー・ピストンを取付ける際の注意事項 

･ O リングに傷を付けないように注意する 

・ O リングに傷が付いていたり、摩耗していたら交換する 

・ O リング等のゴム部品交換の際は、専用グリスを塗布する 

 
カバー 

O リング 

リレー・ピストン 

トレーラ リレー・エマージェンシ・バルブの点検整備 

Nabtesco の場合 
カバーを取外す 

丸印の上部 4本のボルトを取外す 

内側：リレー･ピストン 

外側：カバー 

カバーからリレー・ピストンを取外し 

カバー内部の水分を除去する 

赤色点線部に専用 

グリスを塗布する 

リレー･ピストン 

O リング 

カバーから取外した 

リレー・ピストン上部の水分を除去する 

リレー・ピストンを取付ける際の注意事項 

・ O リングに傷を付けないように注意する 

・ O リングに傷が付いていたり、摩耗していたら交換する 

･ O リング等のゴム部品交換の際は、専用グリスを塗布する 
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超小型モビリティ導入に向けた 

ガイドライン 
 

～新しいモビリティの開発・活用を通じた 

新たな社会生活の実現に向けて～ 

 

 

 

 
 

 

平成 24 年 6 月 

国土交通省都市局・自動車局 
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 はじめに（本ガイドラインの目的） 

日本社会は、昨今、少子高齢化社会の到来、二酸化炭素排出削減等の環境制約、厳しい

財政状況、エネルギー需給の逼迫など多くの課題を抱えている。 

都市においては、中心市街地の衰退、都市の維持管理コストの増大、公共交通の衰退、

高齢化に伴う移動制約・外出機会の減少等の問題が顕在化しつつあり、これらの問題を放

置した場合には、あらゆる経済・社会活動の基礎である交通手段の喪失や交通格差の拡大

が進行し、ひいては都市の持続可能性や市民生活の質の確保・向上が阻害されるおそれが

ある。 

このため、国土交通省では、このような問題に対し課題解決に向けた糸口を探るため、

集約型都市構造化、エネルギーの効率的利用、公共交通の利用促進など、持続可能で低炭

素なまちづくりの実現に向けた総合的な取組を行っている。 

自動車では近年の蓄電池技術等の発達を受け、革新的な環境技術を活用したモビリティ

である「環境対応車」が開発・導入されている（図１－１）。 

この取組を踏まえ国土交通省では、環境対応車とまちづくりの新たなアイデアを盛り込

んだ「環境対応車を活用したまちづくり」について検討を行ってきたところである。 

本書は、この検討の主なテーマの一つとして平成 22 年度及び平成 23 年度に実施した 

超小型モビリティの実証実験の結果及び有識者・関係者との議論を通じて得られた知見を

整理し、超小型モビリティ導入の背景、利活用方法、利活用場面や利便性の高い走行・駐

車環境などに関する事項を「ガイドライン」としてとりまとめたものである。 

また、今後、超小型モビリティの開発・導入を進めていくうえで、車両区分や性能・安

全性を議論するための課題やニーズ等を明らかにしたものである。 

本ガイドラインが地方公共団体や自動車メーカー等の関係者の超小型モビリティ導入・

開発に向けての参考となり、世界に先駆けた超小型モビリティを活用した社会の実現の一

助となり、まちづくりに関する多くの課題の解決に資することを期待する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 1-1  環境対応車の種類と走行距離の特性 
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 超小型モビリティの概要 

2.1. 超小型モビリティの定義・特徴、現状 

 

2.1.1. 超小型モビリティの定義 

本書では超小型モビリティを、次のように定義する。 

 

● 自動車よりコンパクトで小回りが利き、環境性能に優れ、地域の手軽な移動の足と

なる１人～２人乗り程度の車両。 

 

導入・普及により、ＣＯ２の削減のみならず、観光・地域振興、都市や地域の新たな交

通手段、高齢者や子育て世代の移動支援等の多くの副次的便益が期待される。 

 

 
図 2-1  超小型モビリティの導入による効果・社会便益 

 

2.1.2. 超小型モビリティの特徴、現状 

超小型モビリティは、上記 2.1.1 で定義した通り、地域の手軽な移動の足としての機能

を持つものである。 

このようなモビリティニーズに対しては、従来、電動車いすや原動機付自転車（原付二

輪・四輪）などが一定の役割を担ってきたが、近年では、地域交通の現状・課題（2.2.超

小型モビリティが求められる背景 において後述）等を踏まえた新たな概念の車両の開

発・普及に向けて、自動車メーカー各社等において、新たな車両の開発、コンセプトカー

の発表等が行われている状況にある。なお、現在開発中の車両は、車道を走行するものの

ほか、移動支援ロボット（立乗り型）等がある（図 2-2 参照）。 

高齢者の移動支援、外出機会増加

送迎行動が容易に

観光地や地域住民の

活動・交流の活性化

地方都市、山間部の生活交通

通勤・通学の足

超小型モビリティの導入による効果、社会便益

都市や地域の
新たな交通手段

観光・地域振興

ＣＯ２の削減

高齢者、子育て支援

低環境負荷な短距離移動手段

物流の効率化
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図 2-2  超小型モビリティの分類（走行形態別の例） 

 

 

 

 

 

 

 

                           

スズキ Q-CONCEPT            ダイハツ PICO 

 

 

 

 

       

 

                      トヨタ車体 coms      ホンダ MICRO COMMUTER CONCEPT 

図 2-3  新しい超小型モビリティの例（東京モーターショウ 2011 より） 
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2.2. 超小型モビリティが求められる背景 

わが国の交通の実態と照らし合わせると、以下のような状況にある。 

 

○都市の交通手段に占める自動車分担率は増加傾向にあり、自動車依存が進行している。ま

た自動車による移動距離は 10km 以内が約６割を占め、乗車人数は２人以下が多い。 

 

 

 

 

 

 
 

資料 都市における人の動き（平成 19 年 5 月国土交通省都市・地域整備局）  

図 2-4 代表交通手段分担の推移   
 

 
 

 

 

 

 

 

資料 平成１７年度 道路交通センサス（国土交通省道路局）      資料 平成１７年度 道路交通センサス（国土交通省道路局） 

 図 2-5 自動車・軽自動車の利用距離別の分類        図 2-6 普段の自家用車利用における乗車人数 

○荷物の配送頻度の増加と小口化が進んでおり、都市内では荷捌き駐車スペース不足による

路上駐車、狭い街路への貨物車の流入による渋滞の発生、横持ち搬送（車から台車に載せ

替えて搬送）の発生などによる輸送効率の低下が課題となっている。 
    

 

 

 

 

 
資料 自動車輸送統計年報 

図 2-7 貨物営業車両走行キロ 

 

 

 

 

 

 

 

資料  第９回全国貨物純流動調査     資料 端末物流対策の手引き（平成 18 年 5 月 東京都市圏交通計画協議会） 

図 2-8 流動ロットの推移    図 2-9 路上駐車が他の交通に与える影響 図 2-10 横持ち搬送の事例
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〇中心市街地へのアクセスの悪さや回遊のしにくさが空洞化・地域活性化の弊害の一因とし

て挙げられ、モビリティの改善が求められている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   資料 中小企業庁白書 2011 

資料  居住地の魅力とまちづくりに関する世論調査（平成 21 年 7 月 総務省） 

図 2-11  住んでいるまちの中心市街地の課題 

 

○公共交通のサービスの低下や、上記のような問題により、自動車の運転が困難な高齢者等

の外出機会が減少している。 

    

 

 

 

 

 

 

 

資料 旅客自動車輸送指標（国土交通省自動車局）     資料 青森県福地村での調査結果（交通ｴｺﾓﾋﾞﾘﾃｨ財団 平成 17 年）  
  

図 2-12 乗合バスの運行系統数の推移（三大都市圏以外）    図 2-13 外出の諦め頻度の比較  

 

 

                   

 

 

 

 

 
資料 国土交通省HP 中心市街地再生のためのまちづくりのあり方について（アドバイザリー会議） 

図 2-14  高齢者の免許保有状況別トリップ数 
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○自動車の利用は、これまでに引き続き、大きな CO2 の排出源となっている。 

 

資料 国土交通省 
図 2-15  CO2 排出量の部門別構成比（2010 年度） 

 

〇自動車については、環境に優しい自動車やコンパクトな自動車へのニーズが高い。 

  

表 2-1 移動手段（自家用車）に対する市民ニーズ（2011 年新車販売台数ランキング） 

 

 

 

 

 

 

 

資料 一般社団法人日本自動車販売協会連合会 HP、財団法人全国軽自動車協会連合会 HP  

  

日本の各部門におけるＣＯ２排出量

※電気事業者の発電の伴う排出量、熱供給事業者の熱発生に伴う排出量はそれぞれの消費量に応じて最終需要部門に配分
※温室効果ガスインベントリオフィス「日本国温室効果ガスインベントリ報告書」より国土交通省環境政策課作成

運輸部門におけるＣＯ２排出量

産業部門
（工場等）

３億８，８２５万㌧
《３３．９％》

運輸部門
（自動車、船舶等）

２億２，９９４万㌧
《２０．１％》

ＣＯ２総排出量
１１億４，５００万㌧

（２００９年度
確定値）

内訳

自家用乗用車
１億１，５４１万㌧

《５０．２％》

自家用貨物車
３，９２１万㌧
《１７．１％》

営業用貨物車
３，９１５万㌧
《１７．０％》

○ 自動車全体で
運輸部門の８７．８％
（日本全体の１７．６％）

○ 貨物自動車は
運輸部門の３４．１％
（日本全体の６．８％）

家庭部門
１億６，１６９万㌧

《１４．１％》

その他
１億４，９１７万㌧

《１３．０％》

バス
４２１万㌧ 《１．８％》

タクシー
３９６万㌧ 《１．７％》

内航海運
１，０５９万㌧ 《４．６％》

航空
９７８万㌧ 《４．３％》

鉄道
７６３万㌧ 《３．３％》

業務その他部門
（商業、サービス、事務所等）

２億１，５５２万㌧
《１８．８％》

順位 車種

1 ハイブリッド車

2 ハイブリッド車/小型自動車

3 軽自動車

4 軽自動車

5 軽自動車

6 小型乗用車

7 軽自動車

8 普通乗用車

9 軽自動車

10 小型乗用車
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○都市におけるインフラの維持管理・更新投資に必要な費用が増加しており、都市の財

政逼迫の要因になっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※）国交省所管の社会資本（道路、港湾、空港、公共賃貸住宅、下水道、都市公園、治水、海岸） 
図 2-16  国土全体におけるインフラ（※）の維持管理・更新投資の見通し  

 

 

上記のとおり、我が国は過度の自動車交通への依存等の都市交通上の課題、環境問題

や都市の財政逼迫等の制約に直面している。 

現在、国土交通省では、公共交通を中心とした都市機能の集約や低炭素まちづくりを

目指す施策に取り組んでおり、これら施策の実現に向けた重要な要素として、コンパク

トで小回りが利き、環境性能に優れ、地域の手軽な足となる移動手段の導入が期待され

ているところである。 
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 本ガイドラインの要旨 

平成 22 年度及び平成 23 年度に実施した実証実験で得られた知見や知見に基づき想定

される利活用場面を踏まえ、地方公共団体が超小型モビリティを活用したまちづくりを検

討する際や自動車メーカー等がこの開発を進める際に留意すべき事項は以下のとおりであ

る。 

 

(1) 超小型モビリティの導入意義 

◎超小型モビリティには、交通に伴う環境負荷の低減、観光・地域振興、都市や地域の

新たな交通手段、高齢者・子育て支援などの導入効果がある。 

◎このような効果を有する超小型モビリティを早期に実用化し、これを活用したまちづ

くりを行うことにより、まちづくり・交通分野で抱える多くの課題の解決に資するこ

とが期待される。 

 

(2) 地方公共団体による超小型モビリティを活用したまちづくりの検討にあたり留意すべ

き事項 

＜利活用場面＞ 

超小型モビリティは、自動車よりコンパクトで小回りが利き、環境性能に優れ、地域の

手軽な移動の足となる 1 人～2 人乗り程度の車両であり、以下のような利活用場面が考え

られる。 

◎日常生活における利活用：近距離（5km 圏内）の日常的な交通手段 

◎まち来訪時における利活用：駅・駐車場からの端末交通手段 

◎物流・商業への利活用：小規模集配送や荷物搬送サービスでの利活用 

◎まちなかの回遊観光への利活用：自由な観光・回遊の手段 

◎自然環境に配慮した観光への利活用：マイカー規制区域等での交通手段 

＜利用環境＞ 

地方公共団体では、超小型モビリティの利活用の意向の把握及び商店街等の関係者との

連携により、利活用場面に応じた利用環境（走行空間、駐車空間等）の整備や地域の交通

計画の再検討等、各種支援に取り組むことが重要である。 

実証実験で得られた知見は以下の通り。 

◎走行空間：周囲からの視認性や追い越し、交通流への影響などのコンパクトであるこ

とによる超小型モビリティの特徴に即したハード・ソフト両面での取り組みが求めら

れる。 

◎駐車空間：回遊性の向上に資するコンパクトな寸法に適した駐車空間の検討が求めら

れる。 
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(3) 自動車メーカーによる開発、国による車両区分･安全基準の検討にあたり留意すべき 

事項 

超小型モビリティは、車道走行型のものと立乗り型のもの等がある。自動車メーカー等

による開発・実用化に向けた更なる検討、今後の車両区分及び安全基準の整備等を進める

にあたり、留意すべき主なポイントは、以下のとおり。 

① 車道走行型超小型モビリティ 

＜モビリティニーズ＞ 

◎利用意向：買い物、地域活動、観光などに高い利用意向。 

◎走行距離：半径約 5km 圏、1 日あたり 10km 以下が大半。 

＜車両の仕様等＞ 

◎基本仕様：上記走行形態に即した仕様。 

◎乗車定員：乗車定員 2 名程度のニーズが高い。 

◎積載量：物流、日常の農作業等の目的のため、一定量が必要。 

◎仕様、安全性能：  

・乗用車と外観が類似する車両などについて、自動車ユーザーが自動車と同等の安全

性能をイメージする傾向 

・狭隘道路での走行を想定すれば、歩行者等への接近を知らせる機能（静音性対策）

が重要 

・コンパクトなため、自動車に比べ、他車両からの被視認性が劣る可能性 

◎交通流への影響： 

・後続車の接近がありえる。車幅等によっては、後続車の追越し容易性、混合交通等

に影響を与える可能性がある。 

＜保有形態、車両価格及び維持費用＞ 

◎保有形態：セカンドカー、カーシェア等での利用・保有意向が多い。 

◎車両価格、維持費用：自動車に比べ低廉な価格で購入・維持できることに対する、ユ

ーザーの期待。 

 

② 立ち乗り型超小型モビリティ  

＜モビリティニーズ＞ 

◎利用意向：歩行者と同様の速度で走行する一定のものについては、施設内や歩道等で

の利用に、高い利用意向あり。 

＜車両の仕様等＞ 

◎走行空間、走行速度：施設内や歩道等において、歩行者と同様の速度で走行する一定

のものについて一定の受容性あり。 

◎交通流への影響：一定の受容性が確認されたが、社会受容性、車両の仕様等について

今後も更なる検証、検討が必要。 
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 おわりに 

本ガイドラインは、平成２２年度及び平成２３年度の実証実験の結果に基づき、有識者、

関係者との議論により得られた知見を取りまとめたものである。 

超小型モビリティは、我が国が誇る自動車や環境に関する世界的な先進技術により生み

出されたモビリティであり、日常の生活圏域内や狭い道路が多く環境への配慮が必要な中

心市街地や観光地における交通手段として適性を発揮し、地球温暖化対策、高齢化対策等

の我が国の抱える諸課題の解決や成長戦略の推進等の観点から、その利活用に高い可能性

が期待できるものである。 

超小型モビリティの利活用や開発はまだ緒についたばかりであり、本ガイドラインを積

極的に活用した各地域の取り組みや自動車メーカーによる開発を通じた知見がフィードバ

ックされ本ガイドラインが改訂されることが、真の意味で超小型モビリティが地域の手軽

な移動の足となるために重要である。また今後は、クルマ、まち、それに関わる人の暮ら

しが、将来の持続可能で活力のある社会づくりに向けて調和的に進化していくことが重要

である。そのためには、クルマづくり、まちづくり、ライフスタイルの変化の方向性が、

協働的な形で示され、関係者による着実な取り組みが促進される必要がある。このため、

国土交通省としては、本ガイドラインや先進事例の周知、導入・開発の支援、利用環境の

整備等推進を図ってまいりたい。 

最後に超小型モビリティが我が国における課題解決の一助となり、ひいては世界の国々

における我が国の技術を活かした課題解決策の一つになることを願ってやまない。 
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審査事務規程 （２－３ 審査時における指示等）

(1) 検査担当者は、審査時において、受検車両（検査を受ける自動車をいう。以下同じ ）。

が次の各号に掲げる状態にない場合又は受検者（検査を受検する者をいう。以下同じ ）。

が次の各号に掲げる行為を行わなかった場合には、それぞれ該当する指示を受検者に対し

行う。また、検査担当者は、自動車検査場内における審査業務を適正かつ円滑に実施する

ために必要な範囲内において、受検車両の操作等に関する指示を受検者に対し行う。検査

担当者がこれらの指示を行った場合において、受検者が検査担当者の指示に従わず、次の

各号に掲げる状態にない場合又は次の各号に掲げる行為が行われなかった場合には、受検

者に対し審査できない旨を口頭で通告する。

１ 検査中は検査票を保持すること。

２ 下回り部分は泥等の付着がなく装置等の確認ができる状態とすること。

３ 車台番号及び原動機の型式の打刻は、汚れ等の付着がなく打刻文字等が確認できる状

態とすること。

４ 排気管はプローブが挿入できる状態とすること。

５ 荷台等は物品等が積載された状態でないこと。

６ 座席、シートベルト、非常信号用具及び消火器等は確認できる状態とすること。

７ 窓ガラスは取り外された状態でないこと。

８ 全ての車輪のホイールキャップ又はセンターキャップ、灯火器等に装着されているカ

バー等は取り外した状態とすること。

９ エンジンルーム内の検査を行う場合は、原動機を停止し、ボンネット（フード）を開

け、又はキャビンを上げて、支持棒等により保持した状態とすること。

10 運転者席及び助手席の側面ガラスの検査を行う場合は、窓ガラスを閉じた状態とする

こと。

11 検査担当者からの指示により、警音器、方向指示器等灯火器又は窓拭器等を作動させ

ること。また、指示がある場合以外はこれら装置を作動させないこと。

12 検査機器の表示器による表示又は検査担当者からの指示により、原動機の始動及び停

止を行うこと。

13 受検車両の構造・装置に応じ検査機器の申告ボタンの操作を行うこと。

14 検査コース内における受検車両の移動、停止位置での停車を行うこと。

15 検査機器の表示器による表示又は検査担当者の指示に応じテスタ等への乗り入れ、脱

出及び前照灯の点灯操作等を行うこと。

16 記録器のあるコースにおいては記録器による検査結果の記録を行うこと。

17 審査が終了した場合には、検査票に総合判定結果の記入を受け、国の窓口に提出する

こと。

18 走行距離計は総走行距離（オドメータ）を表示した状態とすること。

19 脱着式スタンション型のセミトレーラにあっては、必要本数のスタンションを装着し

た状態とすること。

20 軽油を燃料とする自動車はアクセルペダルのストッパボルト又はアクセルワイヤの改

造等を行って当該原動機の最高回転数を一時的に低下させた状態としないこと。

21 検査担当者がエア・クリーナのカバーの取り外しを指示した場合は、当該カバーを取

り外すこと。

22 ３次元測定・画像取得装置を使用して画像の撮影及び諸元測定を行っている場合は、

受検車両以外の写り込みを防ぐため受検車両の近傍に近寄らないこと。

(2) 受検者が検査担当者に対し、不当な要求、威圧・暴力行為を行った場合は、警報装置を

作動させ、検査担当者全員が全ての審査業務を中断し、当該事案の発生場所に駆け付ける

とともに、必要に応じ警察への通報を行う。
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プレスリリース 

平成２３年１２月２２日  

               

－自動車検査独立行政法人審査事務規程の第５７次改正－ 

 

自動車検査独立行政法人（略称：自動車検査法人）は、平成 23 年 5 月 31 日及び平成 23

年 6 月 23 日に公布された「道路運送車両の保安基準の細目を定める告示（平成１４年国土

交通省告示第 619 号）」等の一部改正を踏まえ、自動車検査独立行政法人審査事務規程の一

部改正を行います。 
 

（参考）告示等の改正概要（国土交通省ホームページ） 

（5 月 31 日付→http://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha07_hh_000087.html） 

（6 月 23 日付→http://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha07_hh_000092.html）  

 

主な改正の概要は、次のとおりです（詳細については別添「新旧対照表」を参照）。 

１．電気自動車に係る要件の追加 

  電気自動車（燃料電池自動車を含む）の衝突後の高電圧保護性能の対象として、これま

での客室内に加え、客室外を追加するとともに、交流回路の絶縁要件について追加します。 

（4-25-1-1(2)、5-25-1(3)） 

 

２．歩行者脚部保護に係る規定を追加 

現在適用されている歩行者の頭部保護基準に加え、歩行者の脚部保護基準を追加します。 

（4-27-1(11)、5-27-1-(11)) 

 

３．年少者用補助乗車装置取付装置（ISOFIX取付具）に係る適用除外規定の追加 

  現在、年少者用補助乗車装置取付装置の設置を義務付けている自動車のうち、次の自動

車については、その使用実態又は当該自動車の構造の特殊性を考慮し、同装置の設置の対

象から除外します。 （4-39-1、5-39-1） 

 ・高齢者、障害者等が移動のための車いすその他の用具を使用したまま車両に乗り込むこ

とが可能な自動車 

 ・運転者席後方に備えられた座席であって、回転することにより高齢者、障害者等が円滑

に車内に乗り込むことが可能な自動車 

 

４．改造等により電気自動車となるものに新たな要件を適用 

  使用過程車を改造等により電気自動車としたことにより検査を受ける自動車について、

平成24年7月1日以降に当該検査を受ける場合は高電圧からの乗車人員の保護等新たな要

件を適用します。 （4-25-4(4)、(5)、4-25-8、4-25-9） 

 

お問い合わせ先 
〒160-0003 東京都新宿区本塩町８－２住友生命四谷ビル 
  自動車検査法人本部 業務部業務課 
  電話  ０３－５３６３－３４４１ (代表) 
  FAX   ０３－５３６３－３３４７ 
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平成２４年６月１４日  

               

－自動車検査独立行政法人審査事務規程の第５８次改正－ 

 

自動車検査独立行政法人（略称：自動車検査法人）は、平成 24 年 7 月 1 日以降に適用さ

れる座席、座席ベルト等の一部基準の改正を踏まえ、自動車検査独立行政法人審査事務規程

の一部改正を行います。 

 

 
 

主な改正の概要は、次のとおりです（詳細については別添「新旧対照表」を参照）。 

１．座席等に係る規定の明確化 

  座席及び座席取付装置の強度、乗車人員の保護等に関し、装置の型式指定を受けたもの

等に準ずる性能を有するものとして認められるものについて規定を追加します。 

（4-34-1-2(4)、4-34-11-1-2 (4)） 

 

２．座席ベルト等に係る規定の明確化 

  座席ベルト及び座席ベルト取付装置の強度、乗車人員の保護等に関し、装置の型式指定

を受けたもの等に準ずる性能を有するものとして認められるものについて規定を追加し

ます。 

 （4-36-2(3)、(4)、4-36-10‐2(3)、(4)） 

 

３．年少者用補助乗車装置取付装置（ISOFIX取付具）に係る規定の明確化 

  年少者用補助乗車装置取付装置の強度等に関し、装置の型式指定を受けたもの等に準ず

る性能を有するものとして認められるものについて規定を追加します。 

 （4-39-2(4)） 

 

４．並行輸入自動車審査要領の技術基準への適合性を証する書面の省略に関する規定の改正  

  並行輸入自動車の技術基準への適合性を証する書面の省略等に関し、別表第１の改正を

行います。 

 （別添２ 5-3-10-1、別表第１） 

 

 

お問い合わせ先 
〒160-0003 東京都新宿区本塩町８－２住友生命四谷ビル 
  自動車検査法人本部 業務部業務課 
  電話  ０３－５３６３－３４４１ (代表) 
  FAX   ０３－５３６３－３３４７ 
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平成２４年７月以降に製作される自動車に適用する基準が一部改正されます。
主に、自動車の車室内の装置に関わる基準（シート、シートベルト、ヘッドレスト、チャイルドシート
取付装置等）、車枠及び車体に関わる基準（リアバンパー、とびら等）、電気自動車やハイブリッ
ド自動車などに対する感電保護に関する基準が強化されます。
これに伴い、新規検査等の際に、当該基準に関わる装置を変更している場合（取付位置の変

更も含む）には、性能を確認する書面等を求められることがありますので事前にご確認ください。

自動車に関わる基準が変わります自動車に関わる基準が変わります

★シート及びシート取付装置（性能要件強化）
★前向きシートの３点式シートベルト（装備要件強化）
★２個以上のチャイルドシート取付装置（装備要件強化）
★ヘッドレスト（性能要件強化）

ＩＳＯＦＩＸ取付装置

車室内関係

★バス及びトラックのシート及びシート取付装置
（性能要件強化）
★横向きシートのシートベルト（装備要件強化）
★ワンマンバスの要件強化（告示技術基準を適用）

★電気自動車やハイブリッド自動車に対す
る感電保護の技術基準の適用
★電気自動車やハイブリッド自動車に対す
る衝突後の感電保護の技術基準の適用
（平成２４年６月３０日以前に製作された
自動車を変更する場合も対象）

電気自動車関係

四国検査部 ＴＥＬ 087-882-1372
徳島事務所 ＴＥＬ 088-641-6465
愛媛事務所 ＴＥＬ 089-956-2809
高知事務所 ＴＥＬ 088-804-5203

★横向き座席の禁止
（乗車定員９人以下に適用）
※緊急自動車、患者輸送車、キャンピング車
等は除外

 

★リアバンパー（性能要件強化）
（従前の２倍耐久負荷要件）
★分割式リアバンパー
（隙間、表面積要件強化）

★とびらの開放防止の基準の適用拡大等
（跳ね上げ式、スライドドア等の特殊ドア
にも基準を適用）

車枠及び車体関係
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二輪車の装置について
方向指示器、速度計

速度計等を交換したことにより、
方向指示器の作動状態を確認
するインジケータが取り外されて
いる車両があります。二輪車に
あっても四輪車と同様、製作年
に関わらず方向指示器の作動
状態を確認するインジケータが
必要です。

なお、速度を容易に確認する
ための照明等も必要です。

平成19年以降に製作された二輪車は、後写鏡の面積等の基準
が新設されています。以下のものは適合しません。

① 69c㎡未満のもの

② 形状が円形の鏡面にあっては、鏡面の直径が94mm未満であ

る、又は150mmを超えるもの
③ 形状が円形以外の鏡面にあっては、鏡面が直径78mmの円を

内包しないもの、又は鏡面が縦120mm、横200mm（又は横
120mm 、縦200mm）の長方形により内包されないもの

後写鏡

上記の基準の他にも、ひび割れがないことなどの基準もあります。
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２．最近の検査場における事故状況について 

構内・検査コースの 

事故防止について 

最近、全国の事務所等構内及び検査コースにおいて受検者

の不注意（ブレーキとアクセルの踏み違えなど）による衝突

事故等が多発しています。 

慎重な運転により、事故防止に努めていただきますよう 

お願いいたします。 

shikoku-gijutsuanzen
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